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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 

次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 

第４回電力システム改革の検証を踏まえた 

制度設計ワーキンググループ 

 

日時 令和７年８月８日（金）12：00～14：29 

場所 オンライン会議 

 

１．開会 

 

○小柳電力産業・市場室長 

 定刻となりますので、ただいまより総合資源エネルギー調査会 次世代電力・ガス事業基

盤構築小委員会 第４回電力システム改革の検証を踏まえた制度設計ワーキンググループを

開催します。委員およびオブザーバーの皆さま方におかれましては、ご多忙のところご参

加いただき、誠にありがとうございます。本日のワーキンググループについても、オンラ

インでの開催とさせていただきます。ウェブでの中継も行っており、そちらでの傍聴でも

可能となっております。皆藤委員についてはご欠席、常峰委員については途中退出と伺っ

ております。本日ご出席の委員は、定足数を満たしていることをご報告いたします。 

 それでは、以降の議事進行は山内座長にお願いいたします。 

 

２．議題 

（１）電力ネットワークの次世代化について（検討事項２及び３） 

 

○山内座長 

 はい、山内でございます。よろしくお願いいたします。今日は議事が３つということで、

１つ目がネットワークの次世代化ですね。それから２番目が、これは小売電気事業者の量

的な供給力確保ということで、この問題と、それから長期的な市場を整備するという、こ

れが２つ目の議題。３つ目の議題は、これは電源投資の環境についてヒアリングを行うと

いうことであります。それで３番目の議題のヒアリングについては、株式会社三井住友銀

行企業調査部産業調査企画室室長の須合さま、それから三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券株式会社の川上委員に、これをご説明いただくということになっております。よろし

くお願いします。 

 それでは議事に入りますが、まずはネットワークの次世代化であります。資料２および

３について、これは事務局からご説明をお願いいたします。 
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○筑紫電力基盤整備課長 

 はい。それでは、これから資料の３についてご説明を申し上げたいと思います。資料の

３「電力ネットワークの次世代化」ということですけれども、これ２ページ目を開けてい

ただきまして、「本日の議題」ということです。 

 この議題は第１回のワーキング、６月の 13日でしたけれども、この場で７次エネルギー

基本計画を踏まえた地内系統の増強をしっかりやっていかなくてはいけないよねと、それ

からこの地内系統と、元々論点であります広域連系線、特に大型のものについては、資金

調達の円滑化について進めていくために、どのような方向性があり得るのかということに

ついて、議論をさせていただきました。 

 本日は、その中でも特に重要なものであるところの、工事着工時点から託送料金の回収

に関する措置について、より具体的にイメージを整理した上で議論をさせていただきたい

と思います。「主な論点」ということで１～５に掲げておりますので、順次資料に沿って

ご説明をしたいと思います。 

 まず５ページ目ですけれども、論点１つ目「具体的なスキームのイメージについて」と

いうことです。託送料金の前倒しの回収をするという段階になると、一般送配電事業者が

自らのエリアの、いわゆる地内系統を整備するというパターンもあれば、送配電事業者お

よび、あるいは送電事業者が、地域間連系線を整備するといった場合もございますので、

そのような場合には他エリアの託送料金負担等も発生いたしますので、そのようなパター

ンも踏まえた、具体的なスキームの検討が必要ということだと思います。 

 以下、具体的に３つのパターンに分けていますけれども、８ページをご覧いただきまし

て、まずスキーム１と。一般送配電事業者が自エリアの託送料金負担のみ整備する場合と

いうところから、ご紹介をしたいと思います。 

 ８ページの図では、一般送配電事業者が地内系統を整備する時に、どういったスキーム

になるかということでございますけれども、系統整備の実施主体であるし、料金の回収の

主体ともなる、そのエリアの一般送配電事業者が、前倒し回収必要額および回収期間につ

いて、経済産業大臣に申請し承認を受けると。その上で、送配電事業者は承認を受けた金

額について、自らのエリアで前倒して回収をしていくと。そのようなイメージが基本形に

なると考えております。実施主体である一般送配電事業者は、会計処理上は託送料金に上

乗せをして、前倒し回収する形になりますので、その金額については引き当てを行うとい

うことがイメージをされるかと思います。 

 これが 10ページになって、一般送配電事業者が全国調整スキームを活用して、地域間連

系線を整備するという場合にどうなるかというのを、改めて整理をさせていただきました。

10 ページの場合は、一般送配電事業者が全国調整スキームに基づく託送料金の回収総額、

前倒し回収必要額および回収期間について、同じように経済産業大臣に申請をして、承認

を受けるという形になろうかと思います。 

 この場合は広域系統整備計画に基づいて、電力広域機関のほうから、全体のプロジェク
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トそのものについては、既に大臣のほうに届け出がされているわけですけれども、前倒し

の回収の部分については、同じように一般送配電事業者からの申請に基づいて、経産大臣

が承認を行うということが大事かなと思います。その上で他の一般送配電事業者に対して

は、それぞれの費用負担総額と前倒し回収額について、通知を行うというような枠組みに

なるのかなと考えております。 

 11 ページはその続きでございますけれども、通知された金額に基づいて前倒し回収が行

われて、必要な資金の受け渡しが行われていくということが想定されるかと思います。 

 12ページ、13ページは、送電事業者が同じように連系線の整備を行う場合でございま

す。大きな考え方は、そんなに違うものではございません。送電事業者は全国調整スキー

ムに基づく託送料金の回収総額、前倒し回収額および回収期間について、経済産業大臣に

申請をし、承認を受け、これに対して一般送配電事業者に対して、必要な費用負担総額と

前倒し回収額について通知が行われるということ、それから、それに基づいて回収が行わ

れ、引き渡しが行われるということになろうかと思います。 

 15 ページですけれども、この一連の流れを整理しまして、特に会計上のところの考え方

を確認させていただくと以下のようになるかと思います。通常、系統整備に要した費用に

ついては、当該設備の運用開始後に、託送料金として回収するというのが基本的な考え方

ではありますけれども、この大規模な系統の整備に関しては、このうちの一部費用を前倒

して回収をするということで、費用の回収の円滑化、その上での投資の促進ということが

重要になってくるのではないかと。 

 他方で、前倒しでの回収を認めるとなりました場合には、その運転開始後に収受できる

託送料金の収入に、建設期間中に収受したものが含まれないようにするという観点もあり

ますので、会計上、費用を明確に区分し、前倒し回収を行う費用の特定や、回収された費

用の扱いの明確化を図る必要が出てくると。 

 このため、特定系統整備準備引当金というものを仮称でございますけれども設けて、そ

の使途を系統の整備に要する費用に充てることに限定をし、当該引当金に繰り入れる額に

ついては、各一般送配電事業者が収入の見通しに算入して、系統設備の運用開始前に託送

開始を行うことを認めると。そのような考え方になるのかなと思います。具体的には電気

事業法上 27条の３に基づく引当金ということに多分、整理をすることになると思います

ので、そのような場合には電気事業会計規則において、所要の措置を講ずる必要が生じる

のかなと考えます。 

 ここまでが前倒し回収における基本的な具体的なスキームとその会計処理ということ

で、具体的なイメージをご紹介したところです。16ページ以降は、このスキームを整備す

るということを前提に立ちますと、現在、広域系統整備計画に基づいて、全国調整スキー

ムを活用している場合の取り扱いについて、整理をさせていただきたいということです。 

 今回、国が前倒し承認額を、各一般送配電事業者に通知をするといった方式をお示しし

ているわけですけれども、実はこれまで広域系統整備計画に基づいて行われる全国調整ス
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キームにおいての費用回収については、基本的には、系統整備の実施主体となる送配電事

業者と他の一般送配電事業者が契約を締結して、当該の民間企業同士の契約に基づく費用

の回収という方式が、想定されてきていたところでございます。他方で今回、国が承認を

して通知をするというスキームを準備していくことになりますので、今後は運転開始以降

の費用の回収において同様に、経済産業大臣による回収額の通知を行うという方式に切り

替えていくということが必要だろうと考えます。 

 17ページ以降に、具体的なパターンがご紹介されております。17ページは、一般送配

電事業者による運転開始後の費用回収のこれまでのパターンということで、これまでの想

定では各一般送配電事業者が、実際に系統整備をする主体にお金を払うということを想定

した枠組みになっておりましたけれども、18ページでは、一般送配電事業者は国からの承

認を受けた額について、それぞれ回収をしていくということを原則としたいと思います。 

 19ページは送電事業者のケースですけれども、送電事業者の場合も同様に国が承認をし

た額、その額が各一般送配電事業者に通知をされていくわけですけれども、その通知額に

沿って負担額を回収し、回収額を受け渡すということにさせていただきたいと考えており

ます。 

 それから 23ページに、このような措置の対象となる系統整備、どのような系統が措置

の対象になるのかというところの考え方について、整理をしてございます。今回６月に議

論した時も、措置の趣旨ということについては、特に大規模な系統整備においては、資金

調達期間の長期化や調達額が巨額になるという点で、資金調達コストが高水準になってし

まうと。結果として投資回収の予見性が低くなる、あるいは最終的な投資判断が行えない

といった場合もあり得るということについて、必要な対応の一つとして、このような措置

を検討しているところでございます。 

 従いまして地域間連系線においては、特に大規模な系統整備を対象ということで、具体

的には認定整備等計画の対象の系統設備の建設費用について、前倒し回収を認めるという

のが、考えられる考え方かなと思います。 

 その上で地内系統についてですけれども、地内系統については６月の段の時に、地内系

統の計画的な系統整備の在り方として、法制度も含めた新しい仕組みの検討を進めていく

というところで、方向性をお示ししたところでございまして、そこの系統整備の仕組みの

作り方と、ある程度合わせて対象を選び出していくということが必要かなと思います。 

 続きまして 25ページ、論点の４ですね。前倒し回収の割合という議論です。託送料金

の前倒しを回収する場合に、その割合、一体どれぐらいの割合の金額を前倒して回収をす

るのかということについては、本措置を適用する系統整備全体の費用負担や、大規模系統

設備の建設期間中の支出の実態などを踏まえて、個々の計画ごとによく見ていかなくては

いけないわけですけれども、６月以降、個別の事業者ともいろいろ意見交換を重ねてきま

したけれども、やはり系統整備ごとに投資規模が大きく異なる。さまざまな個別事情があ

るなと見ております。 



 5 

 必要な場合には、中には託送料金の前倒しの効果をしっかり出すという観点から、回収

の割合を引き上げることが望ましい場合なども想定され得ると思いますと、何らか一定の

上限を設けることを考慮しつつ、柔軟に運用できるような制度にしていくことが必要では

ないかと考えておりまして、下の欄には再エネ寄与率が連系線ごとに違うということをお

示ししておりますけれども、自由度のある制度設計が必要かなと考えております。 

 28ページ、論点の５ですけれども、そのような意味ではプロセスというのは非常に重要

になってくるわけですけれども、今の全国調整スキームを適用する地域間連系線における

考え方、プロセスというのは、以下のようになっておりまして、まず広域系統整備計画に

基づいて、経済産業大臣に対して承認の申請を行うと。ここでは総額ですとか費用負担割

合が承認されるわけですけれども、この承認に沿って各送配電事業者に回収額の通知を行

って、費用を回収していくということになるかと思います。 

 この承認の申請内容については、事前に電力広域機関の計画評価および検証小委員会に

おいて、専門家等の関与の下での確認・検証を受けたものとしていくことが必要だろうと

思います。このような確認・検証を受け、かつ経済産業大臣が承認して回収するか検討す

るという整理とし、その上で、これを踏まえた一般送配電事業者が、それぞれの託送料金

について別途申請を行い、電力・ガス取引監視等委員会の託送料金審査において、その結

果、金額になりますけれども、これを確認してもらうと。そのようなスキームになってい

くのかなと考えております。 

 29ページ、30ページには具体的な、今申し上げた工事費が実際に回収されていくフロ

ー、各機関の役割というものを図に表しておりますので、ご参考になれば幸いです。事務

局から、いったん説明以上です。 

 

○山内座長 

 どうもありがとうございました。それでは今ご説明いただいた、ネットワーク次世代化

ですが、具体的にどう前倒しのお金を処理するのかということですね。これについて皆さ

んに、ご質問・ご意見を伺いたいと思います。コメントがある方はチャットで、ご発言ご

希望と書いていただいて、こちらからご指名をさせていただきます。それでご発言くださ

い。どなたかいらっしゃいますでしょうかね。 

 まずは髙橋委員ですかね。髙橋委員、どうぞご発言ください。 

 

○髙橋委員 

 はい、髙橋でございます。どうもありがとうございます。ご説明いただいた方向性、基

本的には賛同いたします。よく練られたものだと思います。 

 ただ、１点、申し上げます。この問題について、契約形式から通知という、要するに、

行政法的に言うと公権力の行使である処分という形に変えますので、ルール化がされてお

くことが必要なのではないかと私は考えています。 
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 特に長期的な投資について、状況の変化の中で、地域的な偏りが予想外に発生したと

か、突出して電力需要が一地域に発生したとか、逆に需要がへこんだとか、と修正はあり

得るのではないかなと思います。その修正があった時に、処分形式だということになりま

すと、調整が必要となり、その調整のルールを制度の中に盛り込むのが重要ではないか。

そのような意味では、例えば 10年計画の時の５年見直しだとか、１年ごとの見直しだと

か、いろいろな考え方があると思いますが、制度としてルール化するということが重要な

のではないかなと思っていますので、その点ご検討いただければありがたいと思います。

以上です。 

 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次は常峰委員どうぞ。 

 

○常峰委員 

 はい、常峰でございます。15ページの論点１－２、託送料金制度における扱いと会計整

理についてコメントさせていただきます。 

 今回この会計制度、会計整理についてでございますけれども、一般の企業会計におい

て、託送料金で回収する費用の一部を、工事の着工段階から引き当て処理を行うというこ

とは難しいと考えてございますので、こちらのスキームの実現に向けましては、会計上の

引当金の計上が必要となる場合には、特別法上の引当金を設定するというようなことが必

要と考えられますので、事務局のご提案いただいた内容に違和感がないと考えているとこ

ろでございます。以上でございます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。次、五十川委員どうぞ。 

 

○五十川委員 

 はい、五十川です。ご説明ありがとうございます。系統に関わる資金調達の円滑化につ

いて、今回、より具体的に論点や具体的措置のイメージを整理いただいたものかと思いま

す。内容について大枠で異論ありません。 

 １点だけ、今回のこの前倒しの対象と割合について、コメントさせていただきます。直

接的には論点３、措置の対象となる系統整備に関する部分と、論点４の託送料金の前倒し

回収の割合についての部分ですが、加えて制度の開始した後の審査プロセスにも関連する

部分かと思います。 

 回収の割合について、当然個別事情がご説明のように大きく異なりますので、ある程度

柔軟に制度を設計する必要があるかと思いますが、その場合でも判断を行うための基準
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は、ある程度明確にしておくのがよいと考えます。今回の趣旨からすると、前倒しの是非

や割合の決定において、直接的に関与するのはあくまで工事期間の長さと工事費総額の２

点だと認識しています。その点は前提とした上で、追加的に考慮すべき事項は何かという

観点から、柔軟に対応する部分は対応するとし、制度を設計するということでよいのでは

ないかと考えています。私からは以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次、原委員どうぞご発言ください。 

 

○原委員 

 ありがとうございます。原でございます。前倒し回収の流れについては、特に異論はご

ざいません。ご説明ありがとうございました。質問とコメントを１つずつ申し上げます。 

 まず質問ですけれども、前倒し可能となる金額について、建設費をベースに検討して承

認するのか、または一定の期間を決めて申請された額を算出するといったことになるの

か。今後の工事概算も大きくなると予想されるので、このあたりをどのように対応するの

か。先のご意見にもございましたけれども、26ページのご記載にあるとおり、詳細設計で

さらなる検討をするという理解でよろしいでしょうか。 

 それから、コメントです。今後詳細な検討へと進みますけれども、系統整備はやはりか

なり大規模なものでありまして、巨額なものです。前倒しで回収するにしても、相当な料

金負担が生じると考えられまして、特に需要家に対しては前倒し金の正当性、透明性に対

してしっかり理解を得ることが重要と思っております。現状の託送料金の内訳にどのよう

に、どの程度組み入れられるかといったことなども、なるべく早い時期からしっかり説明

していただくことも、理解促進につながると思います。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。次のご発言、田村委員ですね。田村委員どうぞ。 

 

○田村委員 

 はい。みずほ銀行、田村です。ご説明いただきありがとうございます。再エネ導入の拡

大と電力のレジリエンス強化に資する送電網の整備は重要だと思っております。今回ご提

示いただいた託送料金の前倒し回収制度というのは、金融機関としても各社の状況を考え

ると有益だと思っております。事業者さまにとっても、投資を円滑に進めていくというこ

とに貢献すると理解をしています。 

 今後具体的なスキームの検討が進んでいくと思いますが、制度の対象となる案件につい

ては、日本にとって有益であるというものであれば、幅広くご検討いただくことが重要で

はないかと思っております。昨今では大型の電炉や、またはデータセンター等、電力消費
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量がそれなりに大きい設備への電力供給というのが、従来想定していなかったようなエリ

アでも出てくる可能性もあるかと思っております。そのあたりの送電線の増強ニーズに対

して、送配電事業者の方々がスムーズに応えていくということは、やはり日本にとってし

っかりとデータセンターを誘致するでしたり、日本の産業の競争力を強化させていく上で

も重要なことだと思っています。 

 前倒し回収の割合や支払いのタイミングにつきまして、今日のご説明の中でも自由度の

ある制度というような話もあったかと理解をしております。事業者さまのニーズ等も踏ま

えながら、柔軟な対応ができる制度となることに期待したいと思います。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次は外野委員どうぞ。 

 

○外野専門委員 

 経団連の外野です。まず、次世代電力ネットワークの構築の前提として、最終的な負担

者である需要家や国民の過度な負担とならないよう、費用対効果の観点を十分に踏まえて

いただきたいと思います。その上で、次世代電力ネットワーク構築に向けた系統整備に当

たって、運転開始前に一部費用を回収可能とするスキームについては、資金調達円滑化と

いう観点から、非常に重要と考えていますので、賛同いたします。 

 託送料金による前倒し回収の割合について、当然個々の計画内容や資金需要の実態に応

じて、柔軟に判断するという方向性は当然理解します。しかし、例えば、前倒し回収によ

って、事業者のキャッシュが過度に積み上がるといったことがないように、個別判断の際

に、キャッシュフローの実態や将来見通しを十分に確認した上で、事業者のキャッシュが

社会的に合理的と認められる水準にとどまるような制度設計をしていただきたいと考えま

す。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。他に委員の方で、ご発言ご希望の方はいらっしゃいますか。 

 それでは、オブザーバーのご発言で。電取委の新川オブザーバー、どうぞご発言くださ

い。 

 

○新川オブザーバー 

 はい、新川でございます。ご説明ありがとうございました。資料３の電力ネットワーク

の次世代化に関しまして、託送料金を審査する立場として２点発言させていただきます。 

 １点目として論点５に関して、今回提案されているスキームにおいて、「電力・ガス取

引監視等委員会が託送料金審査時に、工事費の回収額等の結果を確認すること」とされて

おります。これらの費用は託送料金を通じて、最終的に需要家の皆さまにご負担いただく
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ものであるために、電力・ガス取引監視等委員会においても、しっかりと対応してまいり

たいと考えております。 

 ２点目として、論点３および論点４に関して、地内系統についても託送料金の前倒し回

収の対象とすることや、特定の場合に前倒し回収の割合を引き上げることを検討する旨が

提案されていると理解をしております。 

 今回提案されております託送料金の前倒し回収措置の効果として、建設資金の回収を早

期に行うことで資金調達コストが下がり、託送料金全体の負担額の低減等が見込まれてい

るという点については、理解をしております。一方で、その対象範囲や割合が大きくなり

過ぎる場合、設備のメリットを享受しない現世代の負担が重くなり過ぎる可能性もあり、

こうした点にも留意して、今後の検討を行うことが必要であると考えます。以上でござい

ます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。次は送配電網協議会、山本オブザーバーどうぞ。 

 

○山本オブザーバー 

 はい、ありがとうございます。送配電網協議会の山本でございます。今回、系統整備を

行う際の資金調達の円滑化に向けた制度的措置の一つとして、託送料金の工事着工時点か

らの回収に関する、具体的なスキームのイメージをお示しいただきました。ありがとうご

ざいました。これらは一般送配電事業者などが再エネ大量導入に向けた連系線の整備や、

データセンターなどの大規模需要に関わる地内系統整備を進めていく際に、建設期間中の

キャッシュフローを改善することができる、有効なスキームであると認識してございま

す。 

 一方で 23ページに記載いただいていますとおり、地域間連系線に加えて地内系統につ

いても議論の対象となることから、その対象範囲や計画の策定方法の整理などが新たに必

要になると考えてございます。 

 また 28ページに記載されていますとおり、工事費総額や回収額について国の承認をい

ただくことになりますが、規制期間中も含めた費用の確認検証から託送料金への反映まで

の一連の対応など、運用の詳細についての整理が必要であると考えております。一般送配

電事業者としましても、関係各所と連携しながら検討を進めていければと考えておりま

す。私からは以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。次は全国電力関連産業労働組合総連合、河野オブザーバーどう

ぞ。 
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○河野オブザーバー 

 はい、ありがとうございます。電力総連の河野でございます。私のほうからご説明いた

だいた内容について、１点発言をさせていただければと思います。 

 この工事着工時点からの託送料金の回収に関する措置については、ご説明いただきまし

た内容については理解するところであります。その上で、今後の申請手続きの詳細検討に

当たりましては、事業者側の申請準備の負担軽減や審査における予見性の向上につながる

よう、実務的な観点も踏まえつつ、事業者へ丁寧に意見を聞きながら進めていただければ

と思っております。 

 また、託送料金の前倒し回収につきましては、その割合を議論する上で系統整備ごとの

投資規模の違いに加えて、事業者の財務状況など、個別の事情にも配慮が必要と考えてお

ります。併せて資機材価格の高騰や天候災害による工期への影響といった、予期せぬ事態

も踏まえつつ、柔軟かつ実態に即した制度設計をお願いさせていただきたいと思います。

以上でございます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。私のほうで把握している限り、発言ご希望以上ということに

なりますが、他はよろしいですか。それでは、ご意見・ご質問も頂きましたので、筑紫課

長からご回答・コメントをお願いいたします。 

 

○筑紫電力基盤整備課長 

 ご指摘・ご意見賜りまして、ありがとうございます。まず原委員からご質問のあったと

ころ、前倒し回収となる金額についての考え方というか、どういった形の金額が前倒され

ていくイメージなのかという点です。これは、前倒しの回収の割合の話ともつながってい

くことになりますけれども、今回の趣旨からしますと、大型の系統設備の建設期間中にか

かる支出を下げる観点から、前倒しをしていくと。金額的に当然大きくなるのは建設費で

ございますけれども、そのようなもの以外の資金調達費用、さまざまな費用は実際にはご

ざいますので、しっかり、どういったものがどういった趣旨で、どれぐらいの形で入って

いくのかというところを今後、詳細の設計でさらに整理をしていく必要があるだろうと考

えております。 

 これに限らず前倒しの正当性・透明性のところ、それから、さらにご指摘いただいた託

送料金にこれがどういった形で入っていくのかというところ、最後、託送料金に入ってい

くところは電力取引監視等委員会とよく進め方を整理した上で、最終的には需要家の皆さ

まの料金に入っていくという過程になります。このあたりのプロセス、あるいはそのよう

なところについての情報については、しっかり世の中にお示しできるような形でのフロー

を整えていきたいと思います。 

 その上で、実際にはそのようなプロセスを経た上で、髙橋委員からご指摘ございました
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けれども、やはり長期的な投資である以上は、いろいろな修正が入り得ると。そういうも

のに対して柔軟に対応していくべく、定期的な見直し、フォローといった部分を考えてい

くべきではないかというご指摘ございましたので、今後そのようなところについても、改

めて基本的なやり方というのを整理していきたいと、考えていきたいと思います。 

 それから会計ルール上のところについては、常峰委員からご指摘いただきましたけれど

も、特別法上の引当金というような今回やり方を提案させていただいていますけれども、

それを前提として、さらに細かな実務的な考え方については整理をしていく必要がありま

すので、検討作業を進めたいと思います。 

 それから五十川委員からご指摘いただきました、柔軟な設計をしていくに当たっては、

当然直接的に諸元になってくるのは工事期間・工事費になってきますけれども、それ以外

の要素でどういった形で取り込むのか。それから、いずれにしても考え方の基準ですね。

そのようなところについてはご指摘いただいたかと思います。これは外野委員などからも

ご指摘いただいたかと思いますけれども、どのような考え方で柔軟な対応をしていくのか

というところについても、今後整理をしていきたいと思います。引き続き必要な作業を進

めていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。皆さんのご意見を伺っていると、基本的なところではご賛同

いただいて。今後は今課長からもありましたように、引き続き具体的に進めていっていた

だくのがよいのかと思います。 

 他の分野でも、この大規模投資に伴う費用回収を先取りできないかと、いろいろなとこ

ろで始まっていまして、今回個人的な意見を言うと、ネットワークの次世代化でやるもの

は結構整合的に、あるいは会計上もうまく処理できているのではないかなと、個人的に思

っておりますけれども、さらに引き続き、続けていただければと思っております。 

 それでは議題の２に移ります。これは小売事業者の、電気事業者さんの量的な供給量確

保の話です。それと関連して中長期取引市場を整備するということであります。検討事項

の５と６ですね。資料４について、これも事務局からご説明をお願いいたします。 

 

（２）小売電気事業者の量的な供給力確保の在り方と 中長期取引市場の整備に向けた検

討について（検討事項５及び６） 

 

○筑紫電力基盤整備課長 

 そうしましたら資料の４、「小売電気事業者の量的な供給力確保の在り方と中長期取引

市場の整備に向けた検討について」ということで、前半、私からご説明させていただき、

後半は小柳に繋ぎたいと思います。 

 そうしましたら資料ですけれども、まず資料４以降ですね。先に供給力確保義務のほう
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から、議論を始めたいと思います。 

 資料の５ページでございますけれども、前回、７月にご議論をいただきまして、さまざ

まなご指摘をいただいてきたところでございます。影響を受ける事業者の声も踏まえた対

応をしっかり進めていくという点、それから取引制度の拡充・再整備と両輪で進めていか

ないといけないと。両方そろっていることに意義があるといった点。それから小売電気事

業者さまざまございますけれども、一律に義務を課していく。あるいは小規模な事業者に

対してどう対応していくのか。そのような点についてご議論をいただいたところでござい

ます。 

 本日は前回のご議論を踏まえて、まず制度設計のコンセプトを改めて固めて整理をして

いくという部分。それから特にご指摘ありました、小規模な事業者に対する取り扱いにつ

いての検討の方向性をお示しするということと、今後、制度設計に向けては実務的な論点

も多数ございますので、そのような論点についてご紹介をさせていただくという点につい

て、３点進めていきたいと思います。 

 資料の７ページでございますけれども、「小売電気事業者に対して量的な供給力の確保

を求める意義について」という部分です。前回の委員会あるいはそれ以外の場でも、さま

ざまな事業者の意見交換の中でも、今回の措置について、特に燃料の長期契約の確保の観

点からは、これは措置としては不十分、あるいは最適とは言えないのではないかというよ

うな趣旨のご発言は頂いたかと思います。 

 この点についての考え方を改めて文章にして、整理をしておきたいということでござい

ますけれども、小売電気事業者に対して量的な供給力確保を求める措置というものは、電

力の安定供給、需要家の保護、料金水準の過度な変動の抑制といったような、電力システ

ムが抱える複数の課題を勘案して検討されたという部分がございます。ですので、一つの

見方によっては、電源投資や燃料の長期契約の確保という面から見ると、これに資するも

のでは当然あるわけですけれども、これを一義的な目的としたものとは言えないのかなと、

そのようなことが一つの考え方の前提となるかなと思います。 

 その上で、①として、電力システム改革において小売電気事業者は、自らの顧客のため

に必要な供給料を確保するということが大きな哲学として、これまでずっと進められてき

たところ。それから②として、市場環境が厳しい環境の下においては、新電力においても

中長期的な供給力の確保を求めていきたい、実現していきたいといったような傾向もあっ

たといったことも勘案をしまして、今回の措置においては小売電気事業者にも、より長期

的な目線に立って供給力の確保を進めることを促すと。その上で電力システム改革の趣旨

も踏まえますと、民間事業者の創意工夫の下で、より合理的に電力システムの構築を図る

ことが目的とされる。そのために講ずる措置だと考えられるのではないかと思います。 

 他方で８ページですけれども、こうした措置を講ずる際に、小売電気事業者が実際に料

金メニューを自由に設定をしていく、あるいは需要家を選択できるという環境、これは非

常に重要でございますので、このようなところを維持する観点も念頭に置いた時に過大な
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負担が生じないか、あるいは小売電気事業者間で公平性がちゃんと確保されるのか、その

ようなところについても十分な配慮が必要であろうと。このようなところを念頭に置きま

すと、中長期市場等の供給力確保手段をしっかり検討することと併せて、量的な供給力を

適切に確保した小売電気事業者の容量拠出金の取り扱いなども含めて、制度間の合成の誤

謬（ごびゅう）が生じることがないように調整していくということが必要だろうと思いま

す。 

 それから資料の９ページですけれども、９ページは前回ご議論いただきました、規模が

比較的小さな事業者に対する取り扱いです。電気事業法上は全ての小売電気事業者に対し

て、同様に供給能力義務を確保しているということですので、量的な供給力の確保につい

ても、全ての小売電気事業者の義務として取り組みを求めることが適当ではないかと考え

るわけですけれども、前回のワーキングにおいて、「小規模な事業者に対しては一定の配

慮が必要ではないか」といったご指摘もございました。 

 このような点を踏まえまして、少なくとも本措置の運用開始から一定の期間、ここでは

５年間というのを例えば記載しておりますけれども、一定の期間については量的な供給力

の確保を求める量の水準については、軽減する措置を講ずるというのが一つの考え方では

ないかと考えます。具体的には供給量が比較的小規模な事業者については、実需給の１年

度前に各小売事業者の想定需要の５割、３年度前に想定需要の２．５割という水準を求め

ることとしてはいかがかと考えます。下のほうの図で、その他の事業者ということで前回

ご議論させていただきました、３年度前に想定需要の５割と。１年度前に想定需要の７割

というのを記載しておりますけれども、比較で申し上げると以下の表のようになります。 

 それから、10 ページですけれども、供給量が比較的小規模な事業者とする水準ですけれ

ども、ここについては、エネルギー供給構造高度化法における基準も参考に、過去の一定

期間、例えば３年と書いてございますけれども、販売電力量の平均が５億ｋＷｈを下回る

事業者とすることとしてはいかがかと考えます。 

 なお供給力に基づいて確保を求める水準に差異を求めるということですので、会社分割

などの義務の潜脱を図る事業者というのも想定され得るところですので、このようなとこ

ろについても必要な措置は併せて検討していくことが必要かなと考えます。 

 それから 11ページ以降、さらに今後必要になってくる論点をあらかじめお示しできれば

と思います。これはあくまで例ですので、今後さまざまなご意見頂く中で、当然どんどん

論点が順次増えていくということはあろうと思いますけれども、主なものとして以下ご紹

介できればと思います。 

 11 ページ真ん中以下ですけれども、まず「想定需要の算定方法」というところ。これは

今ご紹介いたしました、５割、７割、２．５割といったものの緒言に当たる部分ですね。

小売事業者の実務的な負担や、あるいは小売事業者間の公平性、あるいはそのようなもの

の妥当性・適切性みたいなことを考える、必要となる一方、これを勘案して想定需要をど

のように算定すべきかということについては論点かなと思います。例のところでございま
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すけれども、一律の算定式みたいなものは必要性があるかもしれませんし、その上で各小

売電気事業者の設定の自由度といったところに、どの程度配慮していくのかというのは、

必要な論点かなと考えます。 

 それから次、「供給力確保の手法」ということで、量的な供給力の確保に当たって、ど

のようなやり方がこれを満たすと整理をするか。取引所からの調達、相対契約、自社電源

からの供給など、さまざまございます。それぞれの契約も、どこまでのものがどこまでの

段階で固まっているのかというのは、さまざまなバリエーションもございますし、あるい

は他の小売電気事業者から共同して取り組む。実際には、契約上は他の小売電気事業者か

ら卸を受けて供給力を確保するという形になると思いますけれども、そのようなケースも

ありますので、このようなケースも含めて、どういった手法があり得るかというのをしっ

かり整理していく必要が出てくるかなと思います。 

 それから 12ページですけれども、このような状況の確認や評価のやり方というのも論点

たり得ると思いまして、先ほど比較的規模の小さい事業者の判断基準について一例をお示

しいたしましたけれども、具体的なパターンとして、グループ会社の需要をどう取り扱う

かですとか、あるいは創業間もない事業者の場合はどうするかといった点もございます。

加えて小売事業者の実務負担や公平性・評価性・かかるコストも勘案しながらでもありま

すけれども、どういった形でさまざまな記載事項の適切性について確認をするのかという

点も、論点になってこようと思います。 

 以下、遵守ができなかった事業者への対応。そのためにどういった段階のステップを踏

んで対応していくのかといった点、あるいはより効率的に評価を行うといった観点から、

どういった主体がどういったスケジュールで進めていくのかと。そのようなところも今後

論点になろうかなと思います。 

 

○小柳電力産業・市場室長 

 13ページ以降は、電力産業・市場室からご説明をさせていただきます。14ページに行っ

ていただきまして、中長期の取引市場ですけれども、第２回のワーキングにおいても議論

をいただきました。その中では他市場との関係であるとか商品設計について、いろいろご

意見も頂きましたけれども、本日はその詳細の論点に入る前に、改めて中長期の電力取引

を活性化していきたいということの意義であるとか、そのような意義を踏まえた中長期取

引市場の基本的な考え方について、改めて整理をさせていただきました。それに加えて、

今後整理していかなければいけない論点について、少し並べてみているということでござ

います。 

 16 ページに行っていただきまして、「中長期の電力取引の意義」ということで、前回の

資料にも書かせていただいたのですが、現在スポット市場３割超ほど買われているという

ことで、これは一つの成果だとは思っているわけですが、短期のスポット市場だとどうし

ても市場の特性として、市場価格の変動幅が大きいという構造にありますので、スポット
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市場価格が高騰する局面では、小売電気事業の休廃止が進んでいったということがあった

りだとか、発電事業者目線に立つと、スポット市場価格の変動幅が大きいということで、

事業の予見可能性が低くなると電源投資とか安定的な燃料調達に悪影響を及ぼす懸念が生

じていたのではないかといったような課題が指摘されているわけであります。 

 ２つ目のポツのところですけれども、このような状況を踏まえて、これは前回ご議論い

ただきましたけれども、小売電気事業者が中長期で供給力を安定的に調達できると、ある

いは発電事業者が電源投資とか燃料調達に係る予見可能性を向上させていくと。このよう

なことを通じて、安定的な水準・変動幅での電力供給の実現を図っていくことが重要では

ないかと考えています。このためにも広く参照可能で、適正かつ安定的な電力価格指標の

形成に資するような、中長期の取引を活性化していきたいということであります。このよ

うな複数の課題に対応するために、中長期の電力取引を活性化していきたいということで

書いております。 

 17 ページですけれども、中長期の取引と言った時には取引所取引と相対取引、両方ある

わけですが、１つ目のパラグラフですけれども、広く参照可能な電力価格指標を形成して

いくという観点から、取引価格が広く公表される取引所取引を活性化していく必要がある

のではないかということを書いております。 

 ２つ目のポツですけれども、小売電気事業者に対して量的な供給威力確保が求められる

ということになりますので、どうしても相対的には発電事業者のほうが、交渉力が強くな

るといったことも懸念されるわけですけれども、このようなことも含めて、小売電気事業

者による中長期での供給力の安定的な調達を整備するという観点からも、このような取引

市場を整備する必要があるのではないかということであります。 

 ３つ目のポツのところですけれども、取引所取引をつくるわけですが、そこだけで調達

してほしいということでは全然なくて、むしろ量的には相対取引のほうが多くなるのでは

ないかとも思うわけですけれども、小売電気事業者さんが需要家の多様なニーズに基づい

ていろいろなメニューを設定するという観点からは、発電・小売双方の創意工夫の下で、

多様な取引が行われることが望ましいということですので、中長期の相対取引も活性化し

ていく必要があるのだろうと思っています。 

 ４つ目ですけれども、電力価格指標の形成ということで、発電事業者の予見可能性の向

上に資するとは思っているわけですが、それだけではなくて、このような価格指標を横目

で見ながら相対取引に臨むということで、発電と小売の間の情報の非対称性の緩和にもつ

ながると思いますし、交渉力格差の是正なんかにも資するのではないかということで、中

長期の相対取引の活性化そのものにつながっていくのではないかと。小売事業者にもメリ

ットがある話ではないかということで、ここでは整理しております。 

 18 ページに行っていただきまして、このような中長期の取引を活性化していきたいとい

うような意義を踏まえた上で、じゃあ中長期取引市場はどういうものをつくっていくべき

か、ということですけれども、１つ目のポツについては商品の話ですが、中長期取引市場
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については、供給力確保義務の中身も念頭に置きながら、定型的な商品を取り扱うことと

してはどうかということであります。多様な調達ニーズについては、中長期の相対取引の

ほうで、調達していくという基本的な整理になるのではないかと思っております。 

 ２つ目ですけれども、小売事業者が中長期での供給力の安定的な調達を可能とするとか、

広く参照可能な電力価格指標の形成を図っていくという観点からは、少なくとも市場開設

から当分の間は制度的な措置も含めて、中長期取引市場への供出量を高める方策を検討す

るべきではないかと思っております。 

 ３つ目ですけれども、電力価格指標の形成と言っていますけれども、発電事業者の電源

投資や燃料調達に係る予見性向上に資するものとするという目的でもありますので、ここ

で取り扱われる商品については、現行のスポット市場、シングル・プライス・オークショ

ンであることもあってですけれども、短期の限界費用をベースとした入札価格としていま

すけれども、そのようなものではなくて電源投資・維持・運用を見通したコストとかを含

めた価格とすることが適当ではないかと思っております。 

 19 ページですけれども、このような中長期市場の基本的な考え方を踏まえた上で、今後

ここに書いてあるような論点について、事務局としても整理していきたいということであ

ります。商品については、例えば今でも内外無差別の中で、いろいろな相対取引が行われ

ていますので、このような相対取引で取り扱われている商品なんかも踏まえながら、受け

渡し時期であるとか負荷パターン、エリア設定なんかについても整理していきたいと思い

ますし、取引所の中で入札・約定・受け渡し・精算といったプロセスを踏むことになりま

すけれども、入札価格について、先ほど申し上げた電源投資とかを踏まえた価格付けと言

っていますけれども、それは具体的に、じゃあどういう考え方で設定されるべきなのかと

か、供出量を高める方策としてどういった制度的措置が必要になるのかとか、約定方式に

ついては、シングル・プライス・オークションとかザラバとかいろいろありますけれども、

それぞれの約定方式の特徴なんかも整理をしながら、この場ではどういう約定方式が望ま

しいのかということも整理していきたいと思いますし、エリアをまたぐ場合には受け渡し

方法なんかも関係がしてきますし、市場分断リスクへの対応も必要になるということであ

ります。 

 精算については、広く小売電気事業者が参加できるようにということも踏まえながら、

どういった精算方法、受け渡し方法がいいのかといったことも、検討していかなくてはい

けないなと思っています。 

 20 ページ行っていただきまして、市場監視の考え方ということで、これは例えば供出量

を高める方策とのセットの議論になると思いますけれども、売り惜しみへの対応であると

か、入札価格の考え方とか約定方式にも関係してきますけれども、そのようなものを踏ま

えながら、監視の在り方についてどうするべきか、というのは、これは監視等委員会とも

いろいろ議論をさせていきたいと思っております。 

 「他市場との関係」ということで、容量市場との整理も必要になってくる、調整措置が
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必要になるかも検討になりますし、既存の先渡市場であるとかベースロード市場との関係

をどう考えるかということで、あまり複数の市場が乱立することが望ましいとは思ってお

りませんので、整理・統合なんかも含めながら、どう関係を整理していくかということが

論点になるかなと思っております。 

 今後このような論点について、事務局案を提示させていただきながら、大枠については

このワーキングの中でも決定をさせていただいて、今後の詳細については実務者の場で決

めるといったこともあろうかと思いますけれども、大枠についてはこのワーキングの中で

検討していきたいと思っております。 

 22 ページに行っていただきまして、スケジュールと議論の進め方ということですけれど

も、今後供給力確保についても、中長期の取引市場についても、論点整理をしていくわけ

ですけれども、そのような整理に当たって、ある程度スケジュール感を共有しながら進め

たほうがいいだろうということで、ここではスケジュール案を提示しております。下のと

ころですけれども、2026年の秋ごろには新しい供給計画の様式を確定した上で、2027年度

に提出いただくものからは新様式を適用すると。このタイミングから３年後にどれぐらい

の供給量を確保しているかといったことも、情報として出していただくようにしてはどう

かということになります。 

 そのようなことを進めながら、2028 年ごろには中長期の取引市場での取引を開始し、そ

こでの、市場での取引の状況や中長期の相対取引の状況なんかも踏まえながら、2030 年度

供給計画の策定時から供給力確保の状況について、確認をさせていただくといったような

形で、段階的なプロセスを踏んで進めていこうとしてはどうかということで、ここでは書

かせていただいております。 

 スケジュール感であるとか、今ご説明申し上げました基本的な考え方などについては、

秋ごろを目途に広く一度、意見募集を行うこととしてはどうかと思っていまして、小売電

気事業者であるとか発電事業者の方々から、意見を頂くような機会を設けたいなと思って

いるということでございます。 

 資料４については事務局から以上でございます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。ということで、小売業者の供給力確保と中長期市場ですね。

これについて資料４のご説明いただきました。先ほどと同じように。コメントあるいはご

質問等ご発言願いますが、またチャット欄でご発言ご希望とお書きいただければと思いま

す。こちらから順次、指名をさせていただきます。いかがでございましょうか。供給力確

保と中長期市場、これについてご発言をご希望の方いらっしゃいますか。 

 爲近委員、どうぞご発言ください。 
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○爲近委員 

 爲近です。今回おまとめいただいた小売電気事業者の供給力確保と中長期取引市場の整

備につきまして、私は基本的に異論ございません。賛成です。その上で、この議題に関し

て４点コメントいたします。 

 １点目でございますが、スライド 20に掲載されている点が重要になるかと考えておりま

す。発電事業者が、発電所を所有して発電するインセンティブを持たすような制度設計を

することについては、全く異論ございません。その一方で、スライド 20ですね、発電事業

者数になりますと限定的ですので、スライドにありますように、発電事業者による売り惜

しみですとか、もしくは価格のつり上げといったような独占的な電力供給にならないよう

に、中長期取引市場と相対取引を制度設計することが重要だと考えています。 

 中長期取引市場に十分な電力が供給されるのかということも、恐らく重要になるかと考

えておりまして、また相対取引になりますと、市場を通してよりも、市場支配力を持つ発

電事業者が価格をつり上げやすいのではないかと考えられますので、そうならないように

制度設計をお願いいたします。 

 ２点目につきまして、中長期取引市場および今後の相対取引についてのコメントになり

ますけれども、現在では秋以降に電力の売買が集中する傾向があるかと思います。会計年

度による影響があるのかもしれないのですが、現状、政治情勢等が不安定で、本当に時期

によって１カ月前と１カ月後とががらりと変わるような、燃料価格ですとか為替レートが

変動しております。ですので、電力価格がその時点の燃料価格や為替レート、物価など反

映して決まってくると思われますので、今後は小売事業者にとっても発電事業者にとって

も、電力の売買を１年、12 カ月を通じて分散的に取引をすることで、そのようなリスクが

分散できますので、売買時期を１年通じて分散させることが望ましい、好ましいと考えて

おります。 

 ３点目についても、取引される電力についてです。先ほど相対取引というご説明があっ

たのですが、低圧の商品のバラエティーは相対取引を通してとご説明がありましたが、低

圧の電力の需要はとりわけ夏と冬に増加しておりますので、そのような季節性を考慮した

ような製品が出てきますと、小売事業者は供給力を確保しやすいのではないかと考えてい

ます。 

 ４点目については、スライド９から 10にまとめられております、小規模な小売電気事業

者に求める、量的な供給力確保の緩和措置についてです。こちらについても、基本的に異

論ございません。その上で、仮にスポット市場の電力価格が高騰した時に、以前のように

破綻に追い込まれるような小規模な小売電気事業者が出てきた時に、市場メカニズムを通

して適切な運営ができない小売電気事業者を淘汰することを受容するのか、それとも救済

措置を取るのかという点については、事前に検討しておくことが必要かと考えております。

以上になります。 
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○山内座長 

 ありがとうございました。次は小宮山委員どうぞ。 

 

○小宮山委員 

 はい、小宮山でございます。ご説明ありがとうございます。今回ご提案いただきました

方針ならびに今後詳細検討を進める論点につきまして、異論ございません。その上で数点

コメントさせていただければと思います。 

 まず、スライド９にお示しいただいた規模の小さな事業者さまに対して、３年度前時点

で想定需要の 2.5 割を確保するとのご提案に異論ございません。今回の制度の趣旨として、

特に３年度前に想定需要の一定割合の確保を求める点が、大変重要な点であると認識して

おります。そのため規模の小さい事業者さまにおいても、一定割合で量的な確保を行って

いただくことが、小売間での公平性の観点からも重要ではないかと考えております。 

 また、この軽減措置に関して一定期間設定することに関しましても、異存ございません。

この期間に関しては、例として５年間と挙げられておりますけれども、制度の趣旨からい

たしましても、小売間の公平性や量的確保の制度の実効性上げる観点から、なるべく短い

期間が適切ではないかとも考えますけれども、スライド 22 枚目にご記載のとおり、仮に

2030年度供給計画より本制度を適用した場合、軽減措置の期間、2035年度付近までになる

かと思われますので、今後の市場の状況や、今後想定される市場の不確実性も考慮するこ

とも、大切ではないかとも思っております。 

 最後に、中長期取引市場、スライド 18枚目にご記載いただいた方針に関しましても異存

ございません。ご記載のとおり発電側では、電源投資などを見通したコストや価値を入札

価格に適正に反映するルールの整備も、大変重要と認識しております。また、小売側の観

点からも、発電側との交渉力の対等性重視の上、規模の小さな小売事業者にも量的確保が

課されることも踏まえまして、大規模な小売から小規模な小売まで、小売側全体が公平に

アクセスしやすい市場の整備が、大切であるものと認識しております。発電側・小売側の

双方が、円滑に取引できる環境整備を目指していくことが大切かと認識しております。私

からは以上でございます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次は髙橋委員ご発言ください。 

 

○髙橋委員 

 はい、髙橋でございます。私も基本的な方向性については異論ございません。 

 その上で、まず 12ページです。比較的規模の小さい事業者についての取り扱いについて、

ここに記載がありますが、取引情報のシステム連携みたいな内容をお話ししていただいて

おりますけれども、それに加えて共同調達を推奨するようなことも、考えていくべきなの
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ではないかと思っています。複雑な調達になりますので、その作業を自前ではなかなか長

期的な観点ではできないものについて、共同して作業部門を整備したものに対し、明確に

そのような調達形式を認めるとか、さらに言うとそのような部門整備については、さまざ

まな形で支援するとか。そういう形で一つ一つの事業者では調達が難しい小規模の者に、

共同調達みたいなことを推奨することも考えるべきなのではないかなと思っています。 

 それから２点目ですけれども、これとはちょっと逆の話です。未遵守事業者への対応に

ついて、私は、全体として電気事業法は他のさまざまな規制立法に比して性善説でできて

いると思っています。これは電力自由化の前の、要するに地域独占の事業者を規律してい

たのが電気事業法です。それは性善説で当然だったと思いますが、このように、現在、非

常に多様な事業者を規律対象にしている電気事業法については、少し頭の転換が要るので

はないかなと思っています。 

 そういう意味で実効性確保については、もう少し他の事業規制法の仕組みを幅広に研究

していただくのもいいのかなと思っています。特にこういう経済的な事業については、経

済的なディスインセンティブを課すほうが、公表などよりかは有効ではないかと思ってい

ます。課徴金の賦課のようなことも考えてみるということも必要なのではないかなと思っ

ておりますし、罰則をもう少し強化するとか、いろいろな形で実効性確保の仕組みを強化

することを、ぜひこの際、お考えいただきたいと思っています。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。次は五十川委員どうぞ。 

 

○五十川委員 

 はい、ありがとうございます。何点かコメントさせていただきます。 

 まず前段、小売電気事業者の量的な供給力確保の在り方についてです。量的確保の実用

性については第２回の議論があったところであり、この点について追加的なコメントはあ

りません。３ページにあるように安定供給や需要確保、料金水準の過度な変動等の課題に

対応するものという整理でよいのではないかと思っています。ただしこれも議論があった

部分ですが、小売電気事業者に過大な負担が生じないような留意は必要ですので、その点

の現実感を持って制度を設計することが肝要だと考えます。 

 具体的な内容については、前回各委員から含めてさまざまな意見が出たわけですが、今

回の資料はそれらのバランスをある程度取るような形になっていると思いますので、たた

き台にしてよろしいのではないかと思っています。 

 続いて後段、中長期取引市場についてです。中長期の相対取引等を活性化するという観

点から、中長期取引市場について、今回、より具体的な資料を用意いただいたものかと思

います。ただ、まだ私のほうでこの市場について理解し切れていない部分もありまして、

それはこの市場で何を取引するのかという部分です。 
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 価格の付け方等を見ていると、ｋＷｈ価値に加えてｋＷ価値を取引しているように見え

ます。この時、既に提示されている論点ですが、容量市場との関係は丁寧に整理する必要

がもちろんあるわけです。また、整理した上であるいは整理をする上で、新しい中長期市

場で扱う価値とは一体何なのかという点も、明確にする必要があると考えています。 

 資料では広く参照可能で、適正かつ安定的な電力価格指標が形成されることの重要性が

指摘されており、それはそのとおりだと思うのですが、ｋＷｈ価値と部分的なｋＷ価値を

積み上げて付いたような価格に、どのような意味があるのか。もちろん何らかの意味はあ

ると思うのですが、その点が明快でないと価格指標の解釈も難しいですし、そもそも実効

性のある市場にならないのではないかと懸念しています。 

 加えて、これも価格に関わる点ですが、売り入札の考え方について、コストベースを現

状では想定しているように見えます。コストベースだとして、それは限界費用だけでなく

投資・維持・運用を見通したコストということなのですが、それをどのように算定するの

かという点は、もちろん簡単な話ではないかと思っています。 

 本来的には動学的な意思決定で決まってくるコストであり、何らかのコスト算定のルー

ルを作ることができたとしても、それが各事業者に直面する実際のコストと乖離してしま

うという可能性もあります。もし現状でコストの考慮に関してどのような仕組みを想定し

ているというものがありましたら、伺いたいです。この点も実効性のある市場を構築し、

意味のある価格指標を形成するために重要な論点であると考えています。 

 最後に他市場との関係性について、少し質問です。容量市場については既に述べました

が、追加的に逆に容量市場への影響というものもあるのでしょうか。ｋＷ価値を使う新し

い市場ができても、容量市場への入札や価格への影響はないと考えるのか、その点どのよ

うな整理になっているのか、伺えればと思います。 

 また先渡市場や先物市場との関係について、もちろん今後の詳細設計によって関係性が

決まってくる部分もあるかと思いますが、大まかに代替的だと考えるべきなのか、補完的

だと考えるべきなのか、ニュートラルだと考えるべきなのか。もし想定するイメージがあ

れば伺いたいです。私からは以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは次、原委員どうぞ。 

 

○原委員 

 はい、ありがとうございます。まず、量的な供給力の確保を求める意義について整理い

ただいた点につきましては、小売電気事業者が料金メニューを自由に設定し、これを需要

家が選択することができる環境を前提に、小売事業者に過大な負担が生じないようにする

と。そして、小売事業者間の公平性の確保にも配慮して検討するということは、改めて重

要と考えております。 
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 今後、取引所での取引と事業者間相対取引によって供給力を確保していくわけですけれ

ども、取引所取引についてもちょっと不安があるのと、特に事業者間の相対取引について

は、小売事業者のいわば交渉力によっては、高い価格での取引になるということは大きな

課題になるかと思います。それによって需要家に対する料金メニューの改定や、料金を高

くせざるを得ないといったことが起こって、顧客が離れていくという事態にもつながるの

ではないかと思います。 

 既に、これまでのご意見の中にご提案もあったかと思うのですけれども、くれぐれも小

売事業者の経営が苦しくなって、脱炭素電源の進捗が滞るといったような影響が出ないよ

うな検討を進めていただきたいと思っております。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとう。次は松村委員どうぞ。 

 

○松村委員 

 発言します。前回発言したのと基本的に同じで、特に付け加えることはありません。に

もかかわらず、今回また発言して申し訳ありません。どうしても忘れてはいけないと思う

点を再度、確認させていただきます。 

 一般論として買い手にある種の義務が課される時に、買い手の交渉力が大きく損なわれ、

結局、高値掴みをさせられる可能性が出てくる。今回の提案は、交渉力に影響を与える可

能性があることを十分考慮して、だから売り手の供給のコミットメントについても考える

対応がなされている。その意味でバランスが取れた提案だと思います。 

 私は今日の発言を聞きながら、他の委員の見方と、自分が持っているものとの間に大き

な乖離があるのではないかという点が、少し心配になってきました。元々ここで出てきた

根本的な発想は、今まで例えば３年後の市場、３年後の受け渡しとかという相対取引だと

かは、内外無差別などの制約はあるとしても、内外無差別に売るのだとすれば、そういう

ものを主力にして売ること自体は、許されていると思います。 

 にもかかわらず、そういう商品がほとんど出てこない、普及していない点に関しては、

買い手のほうもそちらに関心が向いていないし、買い手のニーズがないのに、売り手がそ

ういう商品を作るわけにはいかないということで、発達していない。でも、３年後ぐらい

に価格が急騰するリスクも、急落するリスクも両方あることを考えれば、売り手にとって

も買い手にとってもある種ウィンウィンで、長期的な取引を一定程度することは、双方に

とって利益になるのではないか。だから、そういうところにも目を向けてほしいという、

そういう意志が元々の出発点だと思っています。 

 何が言いたいのかというと、３年後の価格がある程度固定されて、何かの拍子に本当に

ものすごく急騰するということになったという時のリスクを、ある程度回避できるという

ことは、小売にとっても利益になるはずだし、売り手にとっても３年後に何かの具合で急
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落する、市場の価格が急落するということになったとしても、一定程度そちらで売れてい

るということだとすると、リスクはヘッジできる。売り手にとっても買い手にとってもウ

ィンウィンで、ある意味自然体でもそういう姿が実現する。本来なら実現しても決してお

かしくないし、そういう姿になってほしいという、そういう願いでこれを始めるのだと思

います。 

 その意味で、一般的に買い手にとってものすごく不利で、本来なら自然体なら決してや

りたくないような、そういうものに対して強い規制を課し、そういうものだとすると、本

来的には守るインセンティブがないわけですから、相当、守らなかった時に強いペナルテ

ィーがないと、守られないことになる。そういうものだとすると、初めから強いペナルテ

ィーを考えるのはとても自然な姿です。しかし私自身は今回目指しているものは、自然体

で規制なしでも、最初制度で誘導すればその後そういう姿に自然になってほしいというよ

うな、そういうものを示していると思っています。 

 従って、10 年先とかというようなことについても言及されているし、議論もされていま

すが、そのような規制がなくても自然体にみんなが３年後、あるいは、ひょっとしたらも

っと先になるのかもしれませんが、そういうところに目が向いて、ここで書かれている程

度の規制は、全体として自然体で実現するような、そういうような姿が本来の目指す姿だ

と思っています。 

 その意味で、最終的には、長期的にはこういうビジネスモデルなら、そこまで言わなく

てもいいんじゃないかというようなことについても、仮にかなりの程度許容したとしても、

全体としてこの程度の安定性はちゃんと維持できるということになれば、それが一番理想

的な状況だと思います。 

 その上で、なぜこんなことを延々と言っているのかというと、ひょっとして買い手のほ

うが、３年後スポットの価格がものすごく低くなっている時に損してしまうリスクがある

のにもかかわらず、高い価格では買えない。スポットで予想されるよりも、はるかに低い

価格でなければ買えないと言いだし、売り手のほうは、逆に急騰した時にもうけ損ねるリ

スクがあるのに、３年後に予想されるスポット程度の価格なんかでは、到底売れないとか、

双方がそういうことを言いだすと、もう市場をつくったとしても、ほとんど機能しない、

目線の合わない市場になる。こうなると本当に厳しい罰則がないと守られないなどという

ような、悲惨なことになりかねないと思います。 

 そういうことではなく、双方がこれによって高騰のリスク、低下のリスクは回避できる

のだ。だから買い手のほうが、「スポットよりも相当に安くないと買えない」などという

ような訳の分からないことを言いだすということになったその後で、罰則だとかを入れて

でも、そちらに誘導していくという議論が始まるのは、その後でもよいのではないかと思

います。 

 今、私が言ったことは荒唐無稽なことのように聞こえるかもしれませんが、少なくとも

ベースロード電源市場などの経験を踏まえれば、小売事業者がそのように認識している可
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能性は、ゼロではないどころがそれなりにあると思います。政府でも委員会でも、そうい

うような趣旨の市場ではなく双方ウィンウィンのためにつくる市場なのだと、双方ウィン

ウィンになる状況をつくるために、いろいろ環境整備していくということは、繰り返し説

明していかなければいけないと思いました。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次は秋元委員どうぞ。 

 

○秋元委員 

 秋元です。私も前回話したことの重複的な感じになるのですが、今回事務局にご提示い

ただいた、小規模な事業者への配慮措置の案というのは、前回の委員会の委員の中でも、

意見が少し異なっていたと思いますので、そのような中でバランスを取っていただいた、

配慮をしていただいた案を出していただいているのだろうと思います。そういう意味で、

特にそこに対して申し上げることは今の段階ではございません。 

 一方で、なぜそういう小規模なところに配慮が必要なのかということについて、いま一

度、頭を整理しておきたいのですが、前回も申し上げましたが、本来であると、このエネ

ルギーというのは長期の問題で、小売はただ他方で、短期に目線がいきやすいと。燃料調

達のところが特に長期なので、このようなところが合わないので、それをうまく合わせて

あげることによって、社会全体としてのメリットを出していこうということで、スキーム

を検討してきたということだと思っています。 

 そのような面で原則論としては正しいと思うのですが、他方でやはり小売のところで規

模がものすごく大きく、いろいろな事業者で違っていて、とりわけ小規模な事業者におい

ては一層短期目線にならざるを得ないと。短期で投資判断をせざるを得ないと。これはフ

ァイナンスの問題とかも含めて、小規模な事業者はそのようなペナルティーというか、そ

のようなものを負っている部分がございますので、そのようなことに対して一定の配慮を

することは合理的なのだと私は思っています。 

 よって、こういう案が出てきて、原則論としてもう均一化された、すごく皆完全競争的

な世界であれば、そのような配慮は不要だということですけれども、そうではない世界の

中でどうやるべきなのかという中で、私は一定程度配慮は必要なのではないかと思ってい

ますので、今回の案というのは基本的なたたき台としてはいいかなと思います。 

 その上で最後のところで、前回もコメントさせていただきましたけれども、やはりいろ

いろな事業者がいて、小規模なところもあるので、今申し上げたような、ハンディを負い

ながらやっているようなところへも配慮が必要だと思いますので、しっかり事業者の意見

を聞いていただきたいと思っていましたが、今回そういう意見募集の機会を設けていただ

いたというのは、とても重要だと思います。 

 その上でもう一回、前回と同じことを繰り返して申し訳ないのですが、今回出されてい
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る案が本当にベストなのかというと、私の中でも代案がなかなかないのであれなのですが、

まだ悩みが非常に大きくあるというところでございますので、ぜひ多くの事業者から、別

の案も含めて意見が出てくることを期待したいと思っていまして、そういう中でもう一度、

その意見が出てきたものを聞きながら、見ながら、どういった案がベストなのかというこ

とをもう一回、深く議論したいなと思っている次第でございます。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次、大橋委員どうぞ。 

 

○大橋委員 

 はい、ありがとうございます。効率性と安定供給のバランスを取る上で、中長期的な観

点から電力システムを考慮する必要があるという認識の下に、その一定の供給力を事前に

確保を求めるということは、顧客に対する安定供給を保証する上で必要な措置だと、私も

思います。基本は相対取引になるのだろうと思いますし、また与信を与え得る事業者とい

うと、一定以上の規模の事業者になるということになると思いますので、まずはその一定

規模以上の事業者に対して、求めていくということになるということでも理解できます。 

 相対取引が現状の乏しい状況を脱して実際に行われるようになることを想定すると、他

産業を見れば、例えば鉱物だとかでは市場調査会社が相対取引価格を調査して公表するよ

うな姿が想像できます。こうした相対価格の情報が出回ってくると、現状ザラバの取引み

たいなことになるということで、市場という形をあえて官でつくらなくとも、民間で自然

にできるのではないかと思われます。この価格情報の出し方をどうするのかということで、

官が一定の規律を与えることも考え得るとは思います。 

 他方で商品設計を画一化するとか、その他そうした論点も含めて、どうしていくのかと

いうのは、その相対取引の状況を丁寧に見ていかないと、なかなか事前には判断が難しい

のかなとも考える点を踏まえると、何よりもまず相対取引の状況を見ていくということが

重要だろうと思います。 

 さらに申し上げると、そもそも中長期の相対取引が、短期市場からどのような影響を受

けるのかということについて、やや明確でないところもあります。そうした中で、中長期

市場の制度設計を今から語り始めるということについては、やや拙速なのかなという感じ

がしますけれども、スポット取引に対してこれまで政策的なリソースを相当重点的に注ぎ

込んできた状況から、これまで低調だった先渡取引市場などもまとめて、安定供給に必要

な供給力が発電事業と小売事業者との中長期的な取引として、電力システムの中核として

据えられていくという姿というのは、私は大変重要だと思いますし、そうした意識でこの

話というのは進めていくべきなのだろうなと思います。以上です。 
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○山内座長 

 ありがとうございました。次、四元委員どうぞ。 

 

○四元委員 

 ありがとうございます。私も資料４の１点目の、小売の量的供給力確保の点について若

干コメントさせていただきます。 

 今回さらに詳しく事務局にご整理いただいて、改めてなかなか難しくて、かつ壮大な話

だなと認識はしております。私も前回申し上げたことの若干重複になるかもしれませんけ

れども、小売の量的供給力確保を求めるって、これ自体が望ましいことは確かなのですが、

これを制度設計として設けると、やはり最終的には法的措置として、この確保義務を遵守

できない事業者に対しては、一番厳しい措置としては登録取り消しまで至ると。 

 果たしてそこまでできるだけの、この制度導入について正当性・妥当性があるのですか

と。最も影響を受けるのは小規模事業者なので、小規模事業者に対して退出を促すまでの

合理性があるのだろうかと。若干そのような観点から、何らかの配慮が必要なのではない

かと。私も日頃は事業者間の公平というほうを、どちらかというと優先して考えますけれ

ども、本件に関しては、そのような観点から配慮が必要なのではないかという意見を申し

上げたつもりです。 

 今回、この量的供給力確保を求める意義について改めてご整理をいただき、それから猶

予期間を設ける。その他の小規模事業者への配慮というご提案があったので、これらを総

合的に考えると、合理性のある制度という、中長期的に見るということになりますけれど

も、こういう方向性で考えるというのは一応あり得るのではないかと思いました。 

 ただ私も９ページでご提案いただいている、これがいいのかどうかというのはちょっと

直ちにはよく分からないのですが、もちろん小規模事業者への影響というのもありますし、

あと 11ページ、12ページで言うような、制度として合理的に回るのかという観点からも、

例えば半分程度の供給力確保義務を求めると。こういう設定にすることで、うまく制度が

回っていくのかと。そういう観点も含めて、必ずしもよく分からないところがありますの

で、この辺はもう少し事務局で、ぜひご検討を進めていただければと思います。 

 その上で 11 ページ、12 ページの今後の論点と。これは本当に大変だなと思っておりま

して、事務局への注文としては、いろいろ行政コストをあまりかけてくれるなとか、一方

であまり国の過度な干渉はやめてほしいとか、いろいろな注文はありますけれども、この

膨大な事務作業をどのように効率的に実効的にやっていくかと。これ本当に大変だと思っ

ていて、なかなか私もアイデアが浮かびませんが、ぜひ事務局、柔軟なお知恵を絞ってい

ただいて、今後ご検討を進めていただければと思います。 

 髙橋先生のご意見も非常に理解するところで、最終的にはペナルティーのところで制度

を担保するしかないのかなと。事業者として、制度が導入されたからにはそれを真面目に

対応するのが一番得であると思わせるような、法的措置を設けておくというところで担保
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するしかないのかなと、現時点では思っております。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは田村委員どうぞ。 

 

○田村委員 

 はい。みずほ銀行、田村です。ご説明いただきまして、ありがとうございます。供給力

確保義務とその実現に向けた環境整備である、中長期取引市場の基本的な考え方が改めて

整理され、今後検討していくべき論点が示されたものと理解しています。今回事務局に整

理いただいた内容そのものについての違和感はございません。 

 その上で、今後中長期市場の制度設計を進める上ではｋＷｈのみならず、ｋＷの価値を

踏まえた適正な価格での取引が行われること、これが重要だと思います。この結果、事業

の実態に即した電力価格指標が形成されて、それを基に他での取引が行われるとなると、

いいのではないかなと思っています。 

 今回、中長期取引市場と、前回もそうですけれども、中長期という表現で出されている

わけですけれども、恐らく小売の供給力確保義務と併せて考えると、これは３年というと

ころがイメージなのかなとも思いますけれども、このあたりも今後、実際どういう法制度

になっていくのかというのは、議論されていくのだろうと思っています。 

 制度のスケジュールが示されていると思いますが、供給力確保義務・中長期市場ともに、

関係される方々への影響というのを考えますと、丁寧な説明と情報の発信が必要なのかと

思いますし、大きな混乱を及ばさないような対応をお願いできればと思います。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。次、外野委員どうぞ。 

 

○外野専門委員 

 経団連の外野です。小売事業者の供給力確保については、電力自由化の趣旨を踏まえた

公平性の観点から、基本的に事業者の規模によって、義務内容に差をつけるべきではない

のではないかと考えます。ただ、合理的な理由により、やむを得ず差をつけるのであれば、

可能な限り事業者間の競争環境をゆがめない制度としていただきたいと考えます。 

 また、本措置の実効性については、中長期取引市場の整備と不可分であり、また、小売

事業者による将来の需給予測が容易ではないということも考えると、運用開始後一定期間

は、12 ページの「未遵守事業者への対応」に記載のとおり、違反事業者に対しては、小売

事業者登録の取り消し等の措置の前に、できれば予備的な措置を講じていただくなど、一

定の配慮も重要ではないかと考えるものです。その期間には市場と本措置が政策意図どお

りに機能しているかも検証いただき、要すれば適宜制度見直しということもあるのではな
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いかと考えます。 

 中長期取引市場の整備については、繰り返しになりますが、電源投資・維持・運用を見

通したコスト・価値に立脚した取引が行われるような市場設計を行っていただきたいと考

えます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。私のほうで把握している委員の方のご発言希望、以上となり

ますが、よろしいでしょうか。他いらっしゃいますか。 

 それではオブザーバーの方の発言に移りたいと思います。まずは卸電力取引所の金本オ

ブザーバーどうぞ。 

 

○金本オブザーバー 

 はい。ＪＥＰＸの金本でございます。ありがとうございます。中長期取引市場について、

発言をさせていただきたいと思います。ＪＥＰＸ、現在も先渡市場とかベースロード市場

とか、若干関係するところですと間接送電権を運営しておりますが、これらのマーケット

がうまく機能していないのではないかという議論が、結構されております。このような中

長期の市場を運営するのはそんなに簡単ではなくて、なかなか苦労しているというところ

でございます。 

 海外を見てみますと、前回も申し上げましたけれども、先渡市場という電力で決済する

市場については、世界的にかなり苦戦をしている。その代わりに先物市場ですね、決済を

お金でする市場が非常に大きく伸びていて、中長期の市場についてもそちらのほうがメジ

ャーになっている。ただ、イタリアとかスペインとか、まだ先渡しの中長期市場が残って

いるところもあるという状況です。このような状況を踏まえると、うまく機能する中長期

の市場をどうつくっていけばいいのかということは、簡単ではないということでございま

す。従いまして、かなり専門的なきちんとした分析・議論をしていただかないと、機能し

ないような取引市場をつくってしまうということになりかねないということでございます

ので、よろしくお願いをいたします。 

 あと日本の今の問題意識と同様な問題意識で、欧州でも中長期の取引を活性化するとい

う取り組みが、日本よりも早くから行われていると認識しております。大体 21年ごろから

盛んに議論をされておりまして、大部の報告書がいろいろなところから出ております。そ

のようなものを勉強しながら、うまく機能するような市場設計とはどういうものかという

ことを、もう少し時間をかけて考えていただかないといけないのではないかなと思ってお

ります。よろしくお願いいたします。以上でございます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは、次は広域的運営推進機関の大山オブザーバー、ど
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うぞ。 

 

○大山オブザーバー 

 はい。広域機関の大山でございます。どうもありがとうございます。11スライド、12ス

ライドで小売電気事業者の供給能力確保義務の検討に当たって、実務的な論点を抽出して

いただいておりますので、まずは感謝申し上げます。その中で、確認および評価方法につ

いて、供給計画の様式を改正して活用するといったことが挙げられていますので、供給計

画の取りまとめを行う当機関から、発言させていただきたいと思います。 

 具体的な実務対応については、これから議論されていくものと認識しておりますが、供

給計画の記載項目の変更に当たっては、事業者に混乱を招くことがないよう追加する記載

項目について、その必要性を十分に精査することが必要であると考えております。そのた

め当機関としましても、検討にしっかり協力していまいりたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次は電取、新川オブザーバーどうぞ。 

 

○新川オブザーバー 

 はい、ありがとうございます。前回は中長期市場の整備や相対取引の活性化の状況を見

つつ、段階的なアプローチや経過措置を含めて検討していくべきだということを申し上げ

ました。今回 22ページに今後のスケジュールと議論の進め方が提示されておりますけれど

も、その中で 2028 年に中長期取引市場での取引を開始し、29 年に 2030 年度の供給計画の

策定時より、量的な供給力確保の状況について確認開始とありまして、中長期取引市場で

の取引開始後の状況を確認した後で、量的な供給力の確保の状況の確認をしていく方向性

と理解をいたしました。適切に中長期取引市場や相対取引が機能するものとなるような、

検討が行われることを期待しております。 

 ただ、2028年度の中長期取引市場で３年後の取引をすると、2031年ものまで買えるわけ

ですが、これが 2030年度の供給力７割についても、もうここで併せて確認をするというと

ころの整合性など、細かいところはもう少し詰めて考えたほうがいいのではないかと思い

ました。 

 それからもう一点、中長期取引市場における監視の考え方につきまして、これがどうい

う市場になるのか、その性格、それから制度的設置の内容が、まだこれからということで

はございますけれども、そのようなものに応じて売り惜しみ、買い占め、価格つり上げ等

について監視ができるように、協力して検討できればと思っております。以上でございま

す。 
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○山内座長 

 ありがとうございます。次は電気事業連合会、安藤オブザーバーどうぞ。 

 

○安藤オブザーバー 

  

安藤でございます。ご検討とご説明、誠にありがとうございました。今回ご説明いただき

ました内容に、異存はございません。その上で１点コメントさせていただきます。 

 小売事業者に対する供給力確保義務と中長期取引市場につきまして、それぞれ今後の詳

細検討項目を示していただいております。これらの詳細検討に当たりましては、今回併せ

てお示していただきました制度的な意義、また基本的な考え方、これをしっかりと整理い

ただいておりますので、これを踏まえて常に立ち返りながら検討を進めていただきますよ

うよろしくお願いいたします。私からは以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。次はＥＮＥＯＳ Ｐｏｗｅｒ香月オブザーバーでよろしいです

かね。 

 

○香月オブザーバー 

  

よろしくお願いいたします。まず、ご説明ありがとうございます。私も資料４につきまし

て質問を１つと、あとコメント４点申し上げたいと思います。 

 まず１つ質問なのですが、前々回に議論されたこの小売事業者の供給能力確保義務につ

いてで、大変恐縮ですが、この実需給年度の３年前からｋＷｈの確保を求めるということ

について、前々回も幾つか意見が出てきたと認識しております。実需給前の２年前とか４

年前とか５年前とか、いろいろ考え方があると思うのですけれども、その中でなぜ３年前

とされているのかというのは、これまでにもご説明があったとは存じますが、できれば少

しその背景について、もう一度ご説明いただけるとありがたいと存じます。事業者にとっ

ては義務となる年限の設定なので、これは極めて重要な問題であり、あえてお聞きしまし

たというところでございます。 

 次にコメント４点、申し上げたいと思います。まず１点目ですが、量的供給力確保の意

義のところで、７ページ、８ページについて、前回ワーキングで弊社としてもコメントさ

せていただいたのですが、こちらにつきましてもご配慮いただき、ご説明いただきました

ことを大変感謝申し上げます。 

 前回のワーキンググループでは、今般のこの小売事業者の規律強化は、燃料の長期契約

の確保のためのリスクシェアの措置のためという認識の下でコメント申し上げたところな

のですが、本日のご説明で、今般の措置は、燃料の長期契約の確保を一義的な目的とした
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ものではなく、複数の課題を勘案されたものと理解いたしました。また小売事業者に対し

ても、現在よりも長期的な目線に立つことを促す措置であるということも、理解いたしま

した。民間事業者の創意工夫を前提とした措置であるとともに、小売電気事業者の料金メ

ニューの自由な設定や、小売事業者間の公平性にも配慮した制度設計としていただくとい

うことにつきましては、大いに賛同するところでございます。 

 その上で、７ページ目の３つ目のポツの②のところで、「市場環境が厳しい環境の下で

は新電力においても中長期的な供給力の確保を志向する傾向が見られた」とありますが、

これは小売事業者が、事業の安定化を意図した結果の行動であると考えております。ｋＷ

ｈの短期市場がある中で、中長期的にｋＷｈ確保を求められた場合には、小売側・発電側

とも、事業判断が今まで以上に難しくなる可能性もありますので、今後ルール策定に当た

りましては、使い勝手のよい仕組みとなるように、発電事業者・小売事業者双方からのヒ

アリング等を踏まえて、十分なご検討をお願いしたいと思います。 

 ２点目でございます。９ページ、10 ページの小規模事業者の配慮についてでございます。

前々回も申し上げましたが、量的な供給力確保が小売事業者の責務と整理する以上は、小

規模か否かは問わず、その責務を等しく果たすことが、本来の小売事業者の求められる条

件と考えております。このため９ページの１ポツにございます、「全ての小売電気事業者

の義務として取り組みを求める」ということに賛同いたします。 

 また同じく９ページの２ポツにある、小規模な事業者に対する軽減措置についてですが、

５年間などの一定期間といった期間限定の措置であり、新たな制度の円滑な導入のために

必要な措置として理解するものでございます。 

 ただし、こうした軽減措置につきましては、導入後、事業者の状況を踏まえながら、可

能な限り短期の措置としていくことが望ましいということも、併せてコメントさせていた

だきたいと思います。 

 次に３点目でございますが、供給能力確保義務検討に当たって、今後の論点というとこ

ろでございますが、これについては今後より詳細な論点が提示されていくものと理解して

おります。 

 その上で今回ご提示のあった、12 ページの真ん中より下の「未遵守事業者への対応」で

ございますが、規律の導入当初は発電事業者の供給余力、小売事業者の調達能力について

不確実性が高いと思いますし、事業者にとってはやはり価格のボラティリティーリスクも

高くなると考えられます。前々回も申し上げましたが、規律の導入当初は義務の強度の緩

和を検討してもよいのではないかと思っております。 

 最後に４点目でございます。中長期の電力取引の意義についてですが、詳細なご説明を

いただきまして、ありがとうございます。中長期電力取引のうち、多様な相対取引を中心

に、小売電気事業者がその中長期の供給力を確保し、一方で市場取引を通じた、広く参照

可能で適正かつ安定的な電力価格指標の形成を図るという方向性について、理解いたしま

した。 
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 一方で、18 ページの２ポツ目の、「市場開設から当面の間は制度的措置も含め、中長期

取引市場への供出量を高める方策を検討する必要がある」との記載がございます。こちら

につきましても前々回も申し上げましたが、発電事業者といたしましては、市場への供出

量が高まれば、相対取引の量を制限せざるを得なくなるという可能性もございますし、電

源投資を行っている発電事業者が、自らの電源の稼働で得たｋＷｈを、自らの裁量で活用

できるよう、可能な限り経済合理性に基づいて、積極的に参加し得るような市場設計とし

ていただきたいと思っております。供出量を高めるための制度的な措置につきましては、

このような発電事業者の実情も十分勘案した上で、ご検討をお願いしたいと存じます。私

からは以上です。ありがとうございました。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。私どもで把握しているご発言希望の方、全てということにな

りますが、よろしいでしょうかね。それではいろいろご質問を含めてご意見が出ましたの

で、事務局のほうからコメント頂きたいと思います。 

 

○筑紫電力基盤整備課長 

 ありがとうございました。まず供給力確保のほうから、順を追ってコメントさせていた

だきたいと思います。さまざまな部分につきまして幅広くご意見賜りまして、冒頭ご説明

で申し上げましたとおり、今後、意見募集のプロセスも経ながら進めていくことになりま

すので、本日頂いたご意見も踏まえて、しっかり参考にさせていただきたいと思います。 

 その上で７ページから順を追って、１つずつご指摘あった点、質問あった点、お答えで

きればと思いますけれども、まず７ページで、今回改めて文字で整理している意義の部分

について、香月オブザーバーからは、３年というのは前回の資料には入っていますが、こ

こには入っていないのですけれども、３年度前というところも含めて、改めて意義との関

係でどういったことかについて、ご指摘があったかと思います。 

 前回の資料の際にも、今回、電力の安定供給、需要家の保護、それから料金の過度の変

動抑制という複数の課題に対して電源の投資。ここで言う電源の投資という言い方は、恐

らくはさまざまなタイプの電源、古い電源もあれば新しい電源もあって、特に古い電源の

場合は、これから老朽火力というような表現の下、なかなかどう続けていくのか迷うよう

な電源もあるわけですけれども、そのような電源の維持・更新をどう進めていくのか。そ

れから燃料のところは、ここでは前回ご指摘がありました、燃料の長期契約の話を書いて

おりますけれども、燃料そのものは短期・長期取り混ぜて調達をしていく中で、ある程度

これぐらいの量が見えていくという中であれば、長期の部分の割合をどうするか。短期の

部分の割合をどうするか。そのような燃料の調達の仕方のポートフォリオ、さまざまな部

分がございます。 

 このようなところについて一定の方向性、現在の制度よりも、こういうところについて、
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より資するものにしていくという部分は確かにあろうと思っているわけですけれども、他

方で、これも前回の資料でありましたけれども、どうしても長期で確保する、より長期に

長期にといきますと、その分だけ小売電気事業者の側からすると、やはり自由度が制限さ

れやすくなる部分があるという中で、どういったところでバランスを取っていくのかとい

うところ、非常に悩ましいポイントかと思います。 

 その上で、現在の制度では前日のスポット市場、直前の取引というところもある程度、

許容されているという中で、どこまでのラインとすべきかと。現行容量市場は４年前では

あるわけですけれども、それより１年後の３年前というのが、バランスの取れる一つの線

ではないかということで、ご提案をさせていただいているというところでございます。 

 このあたりは、発電側の行動をより合理的にしていく観点からすれば、もう少し長く取

るべきだというご意見、前回もございましたし、他方で小売事業者のやり方、自由度を確

保するという意味で言うと、もう少し近づけるべきではないかというご意見も、ある部分

かと思いますけれども、一定のところで線を引くという意味で、３年というのを一つの単

位としております。その上で。この後７ページ、８ページのところの考え方、いかにうま

くバランスを取るかという部分と、それから詳細の制度設計で非常に出てくるところもご

ざいますので、整理をしていきたいと思います。 

 それから９ページ、10 ページのところ、小規模な小売電気事業者のところについても、

多くの先生方からご意見賜りまして、誠にありがとうございます。今回、「本措置の運用

開始から一定の期間」という表現している点については、後ほど一番後ろのスライドでご

ざいましたとおり、本措置の運用開始については、段階的に順を追って対応していくこと

を想定しております。2030 年から仮にやるとなれば、そこからさらに５年後ということに

なるわけですけれども、状況をよく見極めながら適切な形で、発電側・小売側双方の目線

がしっかり合う形に持っていけるように、進めていきたいと思いますので、そのような点

について改めてさまざまな、これから出てくる実務的な検討を進めていきたいと思います。 

 それから 11 ページ以降ですね。まず 11 ページ最初の部分ですけれども、特に供給力確

保の手法のところ、髙橋委員から共同で義務を達成していく時のやり方についてもご指摘

がございました。実際の電気の今の実務を考えますと、恐らくはグループの中で、どなた

か特定の事業者がグループを代表する形で電気を調達して、これをそのグループの中の事

業者に対して、小売事業者同士で卸をしていくというようなことが、多分イメージしてい

ることになりますし、これをいかにスムーズにやりながら共同でやっていくのかというの

が、多分やり方になっていくのだと思うのですが、そのようなところの供給力確保の手法

の取り上げ方というか、整理の仕方というのについては、そのような点も配慮しながら進

めていきたいと思います。 

 それから 12ページ、特に供給計画の具体的な様式に入ってきますと、全ての事業者の実

務にも影響を及ぶところでございますので、性善説ではなくて、もう少ししっかり見てい

く必要があるというご指摘もございましたし、他方で行政コストという部分もありますの
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で、真に必要なところを合理的に対応していくために、どういった在り方が最も望ましい

のかという点についても、よく見極めて対応していきたいと思います。 

 それから未遵守、結果として遵守できなかった事業者に対する対応というところでござ

いますけれども、現在も電気事業法に基づくさまざまな規律に対して、事情を報告聴取と

いう形でお伺いをし、それを踏まえて必要な対応ということで指導を申し上げることもあ

れば、業務改善といった形で、一歩踏み込んだ措置をお願いすることもあれば、これは個

別の事案の状況・背景・インパクト、そのようなものに勘案しながら、できるだけ妥当

性・相当性のある対応を心懸けてきているところでございます。 

 今回も、そのような点はよくよくしっかり見極めていく必要があると思いますので、個

別の需要の対応については、当然個別に対応ということではございますけれども、そのよ

うな背景もよく踏まえながら、適切に対応していきたいと思います。その上である程度、

事業者の皆さんからした時の予見性、ここまでやるとこういうことが起き得るのだという

ところの予見性を確保するということも、併せて必要な部分もございますので、どういっ

たところまで整理ができるかというのは、今後の検討に合わせてしっかり進めていきたい

と考えております。私からは以上です。 

 

○小柳電力産業・市場室長 

 中長期の電力取引市場のほうですけれども、さまざまなご意見を頂きまして、ありがと

うございました。ちょっと前後するかもしれませんが、基本的な考え方というところで松

村委員からご指摘いただいたとおり、小売・発電の双方についてウィンウィンになるよう

なものということを、まさに目指してやっているということでありまして、16 ページの辺

りに書いていますけれども、スポット市場が良くないというわけではなくて、過度に依存

すると、なかなか小売・発電両方にとって難しい局面があるのだろうと思っておりますの

で、全量を長期でというわけではないのですけれども、一定の割合、ポートフォリオにつ

いては、そういう中長期で、さまざまなリスクをヘッジするようなことが必要ではないか

ということで、こういう世界にいてほしいという思いで検討をさせていただいているとい

うことであります。 

 そこで、どういう価格にするのかというのはなかなか難しい話なのですが、五十川先生

からも、委員からも、まさにご指摘を頂いたとおり、五十川先生からはｋＷｈ価値、ｋＷ

価値、どういったことを取引する市場なのかとか、容量市場への影響があるかどうかとか、

先物市場との関係はどうかというようなご指摘いただいたわけですけれども、われわれも

ここでは価格の考え方として、電源投資・維持・運用を見通したコストや価値を勘案した

価格付けというような、定性的な表現をしておるわけですけれども、これはまさにどうい

う考え方に落とし込んでいくかというところなのだろうと思っていまして、そこの落とし

込み方次第で、どういった価値を取引する市場なのかとか、あるいは容量市場への影響が

あるのかどうかといったことが出てくるのだろうと思っていまして、ここについてはまた
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委員の皆さんにもご意見頂きながら、しっかり考え方を整理していきたいなと思っていま

す。 

 爲近委員から頂いた、売り惜しみとか価格のつり上げにならないようにというところに

ついては、監視等委員会とも協力をしながら、監視の在り方も考えていきたいと思います

し、１年を通じた取引としたほうがいいのではないかと、分散したほうがいいのではない

かというようなご指摘もいただきましたけれども、ここはまさに取引形態、約定方式を考

える上で、一つ重要なポイントかなとも思っていますので、そこを検討する中で考えてい

きたいなと思います。 

 季節性を考慮した商品ということについても、現在扱われているような、相対取引でど

ういった商品が扱われているかといったことも踏まえながら、取り扱う商品について検討

させていただきたいと思います。 

 大橋委員からは、鉱物の世界なんかで、市場調査会社が相対取引数を調査して発表して

いくような形で、その価格指標がというような話も頂きましたけれども、現状、電気の世

界で中長期の相対取引がそこまで活性化していないという実態があるからなのかもしれま

せんけれども、現状、中長期の価格指標というのは形成されていないという中で、政府と

して、役所としては、中長期市場を整備していくことで、そこにある程度その玉も出して

いただくことで、そのような指標形成につなげていくことが重要じゃないかということで、

ここでは議論させていただいています。 

 商品設計とかを検討する中で、相対取引の状況を丁寧に見ていくことが重要だというよ

うなご指摘については、まさにそのとおりだろうと思っておりますので、今その内外の差

別の話もありますけれども、相対取引もろもろなされていますが、そこでどういった取引

が行われているのかというのをしっかり見ていきたいと思いますし、そのような実態に合

わないようなものにならないように、検討を深めていきたいなと思っております。 

 田村委員からは中長期ということで、「３年なのか」というようなご指摘をいただきま

したけれども、今回、小売の供給力確保義務の関係も含めて、併せて検討しているという

こともありますので、まずは中長期の小売の供給力確保義務の中身と応じたものというこ

とで、３年を一つのターゲットとして考えるのかなと思っていますが、これについても今

後しっかり整理をしていきたいなと思っています。 

 金本オブザーバーからは海外のご指摘もいただきましたので、欧州の状況とかも少し勉

強していきたいなと思いますし、香月オブザーバーからは供出量の話について、「できる

だけ経済合理性に基づいて、発電事業者が自ら積極的に参加できる制度設計に」というよ

うなご指摘も頂きましたので、そこはもちろん考えたいと思いますし、仮にこのような供

出を求めるということを考えるのであれば、これ規制的な話にもなってきますので、最小

限の範囲でということかなと思いますので、そこは発電事業者が受ける影響なんかもしっ

かり考慮しながら、制度設計をしていきたいなと思っております。私からは以上です。 
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○山内座長 

 ありがとうございました。よろしゅうございますかね。量的な供給力の確保と中長期市

場にある程度、規制的なものを入れることとマーケットをつくることの両方入っているの

で、かなりいろいろな状況に目配りしなくてはいけないということは、確かだと思います。

それを皆さん、非常によくご指摘いただいたのかなと思っています。ここで事務局には、

さらに詳細を詰めていただくということになると思いますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 それでは議題の３に移ります。これは電源投資を取り巻く現状と課題ということで、こ

れのヒアリングを行いたいと思います。事務局からヒアリングの趣旨について、まずご説

明いただきまして、それから株式会社三井住友銀行の須合さま、それから三菱ＵＦＪモル

ガン・スタンレー証券の川上委員、この順でご説明を頂きたいと思います。それではまず

事務局からお願いします。 

 

○小柳電力産業・市場室長 

 はい。資料５をご覧ください。２ページ目ですけれども、趣旨と言うほどあれですが、

第３回のこのワーキングにおいて、電源投資を取り巻く現状と課題について、事務局から

ご説明をさせていただいて、ご議論いただいたということでございます。その時に「金融

機関等からヒアリングを行うなど、現状と課題を正確に理解した上で検討を進めていくべ

きだ」というようなご意見も頂きましたので、今回、金融機関２社から脱炭素電源投資の

促進に向けたファイナンス面の現状と課題とかについて、ヒアリングを実施するというこ

とでございます。三井住友銀行の須合さま、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券の川上

委員から、それぞれご説明をいただくことになっておりますので、よろしくお願いいたし

ます。事務局からは以上です。 

 

○山内座長 

 それでは三井住友銀行の須合さまから、ご説明いただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

 

○株式会社三井住友銀行（須合産業調査企画室室長） 

  

ありがとうございます。改めまして、三井住友銀行企業調査部産業調査企画室の須合と申

します。産業調査企画室は、各業界における政策調査や政策産業動向を起点に、お客さま

の情報収集、戦略立案を担う組織になっております。本日は電力業界が今後持続的に大規

模脱炭素電源の開発を促進する上で、金融機関の立場からみた課題や想定される対応策に

ついて、プレゼンをさせていただきます。１ページをお願いいたします。 

 初めに、電力業界を取り巻く事業環境に関しまして、従前からの大きな変化を２点申し
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上げます。１点目はデータセンター等のＤＸ分野の進展を背景に、将来的な国内の電力需

要が約 20年ぶりに増加見込みに転じた点が挙げられます。２点目はロシアによるウクライ

ナ侵攻をはじめとした地政学的リスクの発現に伴い、化石燃料の調達懸念等の不確実性が

高まっている点が挙げられます。以上を踏まえまして、本年２月に策定されました第７次

エネ基におきましても、「Ｓ＋３Ｅ」というエネルギー政策の要諦は不変である一方、安

全性を大前提としつつ、特に安定供給の重要性が増していると理解しております。次２ペ

ージをお願いいたします。 

 左の棒グラフもご覧いただきますと、国内の電力需要につきましては 2000年代後半以降、

節電・省エネ等の取り組みにより減少傾向にあったものの、今後データセンターや半導体

などＤＸ分野の進展、鉄鋼化学分野をはじめとしたＨａｒｄ－ｔｏ－Ａｂａｔｅ分野にお

ける脱炭素化を企図した電化シフト等に伴い、電力需要は増加傾向に転じるとみられてお

ります。 

 もっとも、経済成長に起因した電力需要の増加は望ましいことであり、供給力の不足を

要因として、成長産業を他国へリーケージさせるようなことは避けないといけないと考え

ております。各産業のＤＸ・ＧＸ化を支える基幹産業として、電力の安定供給を担う電力

業界は、日本の経済成長の土台として非常に重要な位置付けにあると考えております。続

いて３ページをお願いいたします。 

 一方、電力業界には供給力の増強と同時に、脱炭素化の対応も求められております。本

年国連に提出されたわが国のＮＤＣでは、足元までの削減ペースを踏まえて、今後も 2050

年にかけて直線的にＧＨＧを削減するという高い目標が明示されております。経済成長と

脱炭素化の両立が目指される中、電力業界もＧＸ産業の一員として、脱炭素電源による発

電能力の増強が求められる、難しい局面にあると言えます。続いて４ページお願いいたし

ます。 

 以上を踏まえまして、いつまでにどれだけの供給力を確保する必要があるのかという論

点でございます。７月に取りまとめが行われた、電力需給シナリオに関する検討会の報告

によりますと、既設火力のリプレースおよび既設原子力の最大限の活用のみでは、増加す

る電力需要を賄えず、2050年時点のみならず、2040年においても供給力不足に陥る懸念が

あることが示されております。 

 こうした事態を回避するために、電力業界としては既存容量の維持にとどまらず、大規

模脱炭素電源による供給力の純増が求められ、火力は７～８年程度、原子力は 12年程度と

いう長期にわたる建設リードタイムを踏まえますと、事業者は遠からず投資判断の時期を

迎えると考えております。次のページ、５ページをお願いいたします。 

 電力業界にはどれだけのコスト負担が生じるかという観点でございます。将来的な脱炭

素電源の増強に向けては、従前の技術に加えまして、再エネの適地不足解消や火力の低炭

素化を図るために、現時点では未成熟な浮体式洋上風力や火力における水素・アンモニア

混焼・専焼、ＣＣＳ等の次世代技術も積極的に活用する必要があり、新設に係るコスト単
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価の増加が見込まれております。加えて第７次エネ基で示されました、2040 年のエネルギ

ーミックスにおける再エネ 40～50％という高い目標の達成に向けては、系統設備の増強も

不可欠であるため、電力業界には今までにないレベルでの巨額な投資負担が生じる可能性

があるとみております。次のページ、６ページをお願いいたします。 

 以上を踏まえまして、電力業界が今後継続的に大規模脱炭素電源の開発を行っていく上

での課題を、①収入の不確実性、②費用の不確実性・資金立て替え負担、③資金調達余力

の低下の３点から論じさせていただきたいと思います。事業者における投資回収の予見性

向上といった、事業環境整備と継続的な資金調達に向けたファイナンス環境整備は、表裏

一体でありますため、初めに事業環境に関する課題から述べさせていただきたいと思いま

す。次、７ページをお願いいたします。 

 初めに「収入の不確実性」ということで、市場取引における電気料金収入の構造を記載

しています。2016 年の電力完全自由化以降、電力会社にとっては、将来的な電力需要の増

加見込みに伴い供給力の増強の検討を求められる、初めての局面にあると言えます。固定

費・変動費に適正利潤を加えたエネルギーコストの回収が堅かった総括原価方式からの転

換が進んだ結果、足元において、電源価値はその機能別の特性から、ｋＷｈ価値、ｋＷ価

値、ΔｋＷ価値、非化石価値の大きく４つに細分化され、それぞれが市場を形成される形

態に移行しております。 

 もっとも、その合計収入は、ボラティリティーが高く予見性の乏しいＪＥＰＸ価格に大

きく依存していることに加えまして、価格水準次第とはなりますが、４つの合計収入では

電源新設・維持に係るエネルギーコストを賄えない懸念があり、事業者が投資判断に踏み

切る際の足かせになっている可能性も考えられます。 

 特に脱炭素電源や系統設備は１つ造って終わりというわけではなく、リプレースも含め

まして将来的に造り続ける必要がありますので、投資回収の予見性はもちろんのこと、事

業者が次の投資に備えて適切な水準の利益を確保するために、政府には既存市場の適正化

や適切なコスト回収が可能な市場の新設等を、実効性を伴った形で進めていただきたいと

考えております。 

 加えて電源におきましては、長期脱炭素電源オークション、送配電におきましてはレベ

ニューキャップ制度と投資回収の予見性向上に資する制度措置を整備いただいているもの

の、民間企業である電力会社としては、一定のＩＲＲが確保されていない、投資妙味の薄

い電源の開発は難しいと思われますので、その事業報酬率が継続的な電源・系統開発を行

う上で適切な水準であるかは、事業者の意見をくみ取り、改めて考えていく必要もあると

思われます。 

 また電力業界が意欲的に継続的な投資を行うためには、他の産業と同様に成長していく

事業環境の整備に加えて、脱炭素投資負担に対する国民理解の醸成も必要になるのではな

いかと考えております。この点はファイナンスの観点からも、重要な論点になります。続

いて８ページをお願いいたします。 
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 続きまして②「企業の不確実性・資金立て替え負担」ということで、投資決定以降のコ

スト上振れと、長期にわたる建設期間における多額の資金立て替え負担について記載して

おります。図の上段赤枠のとおり、大規模脱炭素電源の建設期間は長期にわたり、事業者

にはその間において多額の資金立て替え負担が生じております。加えて技術的に未成熟な

低炭素化力や審査対応が必要な原子力などは、完工遅延リスクを有しており、運転開始の

遅れにより無収入期間が長期化する可能性もあります。 

 また図の下段赤枠ですが、脱炭素電源の総事業期間は、長ければ 100 年にも及ぶ長期に

わたりますため、投資決定後に建設費や燃料費、除却費の上振れや、規制変更に伴う追加

的な負担等が生じ、当初想定に比べて各種費用が上振れする懸念もあります。事業者に継

続的な投資を促すためには、長期脱炭素電源オークションのさらなる改良や、建設期間中

の建て替え負担を手当て可能な制度措置等が、求められるのではないかと思っております。 

 次のページ、９ページをお願いいたします。 

 最後に③「資金調達余力の低下」ということで、ファイナンスの論点を挙げております。

左のグラフを見ていただきますと、電力業界の有利子負債は 2022年以降、燃料費の高騰に

伴い運転資金がかさんだ結果、増加しております。弊行を含む金融機関は、電力各社への

ファイナンス支援を強化した経緯にありますが、資金調達余力を図る指標の一つでありま

すＤＣＲ(Ｄｅｂｔ Ｃａｐａｃｉｔｙ Ｒａｔｉｏ)を見ますと、今後の脱炭素化投資に伴

い有利子負債が増加していった場合、数値のさらなる悪化も懸念されております。 

 金融機関の与信方針は各社ごとに異なりますが、今後脱炭素化投資に向けて、電力業界

が迫られる資金調達に対して、電力会社が大規模・長期、かつ可能な限り低利での調達を

展望した場合、民間金融機関のみでは好条件で必要金額を賄い切れない可能性もあります。

この点、第７次エネ基でも言及されていた、政府の信用力を活用した融資のように、真に

取り組む意義のある案件を見極めた上で、国にも量の補完をいただくような制度措置等を、

可能な限り早い段階でご検討いただきたいと考えております。 

 また、右のグラフを見ていただきますと、返済能力を測る水準として債務償還年数を示

していますが、電力業界では従来 10年程度と、各社のキャッシュフロー創出能力におおむ

ね見合った設備投資がなされてきた一方、今後見込まれる脱炭素化投資は必ずしも収益に

直結するとは言い難いため、各社の借入金の返済負担が増加することで、脱炭素投資を推

進する上での妨げになる可能性もございます。 

 一方で脱炭素電源投資が増えることは、日本の経済成長を支える観点からも望ましい動

きでございますので、この実現に向けては、各電力会社における現状の調達余力を強化す

る水準の借り入れが必要となる可能性があるため、ファイナンスおよび民間金融機関の立

場からは、この点を手当てする制度措置が求められると考えております。 

 また、投資を行う事業者およびファイナンス支援を行う金融機関双方の立場から、開発

案件が将来の一時点に集中してしまうと負担が大きくなることから、安定供給を担保しつ

つ、長期にわたり分散して電源開発が進むように、国が一定程度、将来的な電源開発の道
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筋や方向性を明示することも、一案かと考えております。最後に 10ページをご覧ください。 

 まとめとして、金融機関の立場から求める点を改めて記載しております。一番下の段に

ありますとおり、大規模な脱炭素電源の継続的な開発には、今まで以上に巨額な投資が必

要になるとみられております。こうした中ファイナンスの観点からは、官民が担うそれぞ

れの役割を最大限協調して発揮することで、電力業界および日本経済の持続的な成長を支

えていく必要があります。 

 弊行としましても、ファイナンス面から官民協調して、エネルギー産業の成長を支える

ためのご支援を継続し、日本経済の成長に資する取り組みを行っていく所存でございます。

本日はご清聴ありがとうございました。 

 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは続いて、川上委員からご説明をお願いしたいと。よ

ろしくお願いします。 

 

○川上委員 

 私のほうからは電力債の発行環境につきまして、簡単にご説明させていただければと思

います。 

 ２ページ目に電力債の発行額の推移をお示ししております。左のグラフの通り、震災前

の 2010年の発行額が１兆円超であったところ、震災後は銀行の借入率が高まったことによ

る減少が見られておりましたが、2016 年のマイナス金利の導入により社債市場全体が拡大

したことで、21年度には電力債の発行も２兆円を超える水準となっております。 

 22 年度については、燃料費の高騰等の影響でハイブリッド債含む発行によって 2.7 兆円

までの増加になっております。23年度は、22年度の反動やキャッシュフローの改善等によ

りまして、発行額は減少しているものの、引き続き１兆円を超える発行が継続していると

いう状況でございます。 

 残高につきましても、震災前の約 14兆円から一時は約 9.5兆円まで減少しておりました

が、22 年度からは約 14 兆円に達し、継続して横ばい状態が続いてことで、国内投資家の

エクスポージャー拡大が課題となっております。 

 このような状況もあり、海外マーケットが良好であったということもございますが、24

年度、複数の電力会社のほうで外債を活用したりですとか、カーボンニュートラルに向け

た取り組みの訴求等もしたりしながらグリーンボンドやトランジションボンドなどのＥＳ

Ｇ債も増やしながら、調達手段の多様化が進んでいるという状況でございます。３ページ

お願いいたします。 

 こちらは、国内債の年限別の発行割合と金額の推移をお示ししております。電力債の発

行年限については、設備投資の見合いで 10年以上の発行ニーズが高い傾向がございます。
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右のグラフの通り、震災前は 10年以上の年限での発行額が大宗を占めていたところ、震災

後は 10 年未満が大半となり、マイナス金利導入後の 16 年以降は、投資家の長期年限のニ

ーズが高まったことで 10年以上の発行額が増加していたという状況でございます。 

 足元では、金利の先高感の高まりを起因とした長期ゾーンの投資家需要の減退がみられ、

長期・超長期年限の発行は２割程度減少している状況で、発行年限は短期化傾向にありま

す。次のページをお願いいたします。 

 今後の電力債の償還予定を示したものになります。25 年以降も１兆円を超える償還が控

えており、特に 27年度については 1.6兆円という高水準の償還が予定されております。リ

ファイナンスのみで多額の償還を抱える中で、新規でカーボンニュートラルに向けた、多

額かつ長期の投資も必要となることを踏まえますと、調達環境は楽観視できない状況であ

ると考えております。次のページお願いいたします。 

 最後にご参考として日銀の金融政策および 10年国債利回りの推移を示しておりますが、

ベース金利上昇の方向性が継続する中で、投資家で長期のリスクが取りづらい状況や、社

債の発行体にとっても金利負担が重くなる中で、今後電力業界においては長期かつ多額の

投資によるクレジットスプレッドの拡大や、インフレ等による設備投資額の不確実性が高

まる可能性も踏まえると、今後の長期にわたる設備投資は、事業者の財務に大きな負担と

なることが想定される状況と考えております。私からは以上になります。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは事務局とそれから２つの金融機関からのプレゼンが

終わりましたので、これについて皆さんとご議論いただきたいと思います。同じようにチ

ャット欄で、お名前と「発言希望」と書いていただきましたら、こちらでご指名させてい

ただきますが、いかがでございますか。どなたかいらっしゃいますか。 

 最初の須合さんからのプレゼンの中で、いろいろと政府の信用とか、あるいはお金の先

入れっていうのがあって、実際われわれそれを具体的に今、議論してやろうとしているの

ですけれども。方向的には合っていると思うのですけれども、そういう理解でよろしいの

ですかね。 

 

○株式会社三井住友銀行（須合産業調査企画室室長） 

 そうですね。まさに既に、いろいろな各課の方々とも議論させていただいておりますけ

れども、われわれとしましては一段と、それを業界全体と連携しながら、官民連携で進め

ていきたいと思っておりますので、ここはぜひ引き続きより深い議論をさせていただきた

いと考えております。 

 

○山内座長 

 なるほど。ありがとうございます。田村委員からご発言ご希望。どうぞご発言ください。 



 42 

 

○田村委員 

 はい。みずほ銀行、田村です。プレゼンありがとうございました。まず三菱ＵＦＪモル

ガン・スタンレー証券さまの資料を拝見いたしますと、電力債の償還のところですね。こ

の山が、ここから数年にわたってきているということを改めて確認させていただいており

ます。また電力債というのはご説明ありましたとおり、長期の電力会社さまの資金調達を

支える一つということでもございます。その意味で、ここから先の電力債のマーケットが

安定的に調達できる環境となり得るかどうかというのは、大きな関心事項としてわれわれ

としても見ております。 

 とはいえ、やはり市場ということもございますので、その時々の環境によってはなかな

かいい条件では取れないという時も、恐らくは想定されるということになりまして、そう

なってきますと、このあたりのリファイナンス部分も含めて、いわゆる銀行の方法でとい

うような話になってくるのかなとは思っております。 

 本日、三井住友銀行さまからご説明いただきましたけれども、私も金融機関に勤める人

間といたしまして、非常にこの資料の中で「そうだな」と思うところがございます。それ

は９ページ目でございまして、継続的な資金調達への懸念が、各社さまの電源開発の足か

せになることを防ぐと。この言葉に含められている金融機関として思うことは、非常に理

解いたしますし、われわれも同じようなことを思っていると思っております。 

 また８ページ目にお示しいただいていますとおり、さまざまな要素が今後建設、それか

ら建設後も「不確実な要素があります」というお話がありましたけれども、ポイントとな

るのは大規模な脱炭素電源の投資、これが複数同時にやってくるということなのだろうと

思っております。本日最初のところでの議論に託送の話もありましたけれども、送配電の

投資それから電源の投資、これらが複数重なるが故に、大変さが出てくるということだと

思っております。 

 従いましてファイナンスの環境整備というところで、今までも、そしてこれからもです

けれども、さまざまな場面でエネ庁さま、それから事業関係者の皆さま含め、さまざまな

形での議論をしておりますが、金融機関としてファイナンス可能な事業環境整備というと

ころでいきますと、こちらに記載されているところでもありましたけれども、公的な信用

補完というような話も、一つの選択肢ということなのかなと思いますし、政府の信用力の

活用というところも、恐らく一つの選択肢なのだろうと思っております。 

 「一つの選択肢」と申し上げておりますのも、何か１つをやれば全てが抜本的に解決す

るというものでもないと思っておりますので、総合的なことを、影響度を考えながら、さ

まざまな方策を議論させていただければと思っております。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。じゃあ委員の方、優先で。秋元委員どうぞ。 
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○秋元委員 

 はい。ご説明いただきまして、ありがとうございました。大変重要な課題についてお話

しいただいたと思います。ＳＭＢＣさんからご説明ありましたように、電力需要がこれか

ら伸びつつ、脱炭素化を進めなければいけないということで、とりわけ脱炭素をやろうと

すると設備費の高いものへ投資しないといけませんし、しかも需要が伸びるということで、

全体の投資額が非常に大きいものが要求されてくるということだと思います。 

 他方で市場をたくさんつくってきたわけで、市場自体はそれぞれの市場の中では効率性

は追求されますけれども、不確実性が高いということでいくと、その不確実性、ボラティ

リティーに対するリスクということが出てくるので、本来であるとそのようなリスクに対

応した事業報酬が必要だと思うのですが、まだ総括原価の時の、安定した時の事業報酬を

引きずっているところがあり、そこを適性に、儲けさせるということは不適切ですけれど

も、適性な事業報酬を確保していかなければ、いろいろ事業環境が変わっている中で、次

に対する投資が継続的に進んでいかないのだと思っていますので、それをどう対応してい

くのかということだと思います。 

 大きいところでいくと、事業報酬率はいろいろなところで検討されているものが、今の

段階で適性なのかどうなのかということを幅広く見ていくというのが一つ必要だと思いま

すし、一方でそこを抑制かけたいと思えば、少し話もありましたように、政府の信用力を

使って、そこの抑制を図るとか、政府の出番というところで何か抑制の方法があるのかど

うかということを検討していく必要があると思いますので、市場横断的に全体としてどう

いう形が必要なのかということを、いま一度検討していくということは、とても重要かな

と思いました。以上です。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。小宮山委員どうぞ。 

 

○小宮山委員 

 はい、小宮山でございます。今回プレゼンいただきまして、ありがとうございます。大

変参考になった次第でございます。その中で三井住友銀行さま、須合さまからプレゼンい

ただいた８枚目のスライドでございますけれども、この費用の不確実性に対して、どうい

った取り組みが今後必要になるのか、やはり真摯に考えていくことが非常に大事だと、プ

レゼンをお聞きして改めて認識した次第でございます。 

 特に今回ご説明にあった、大規模電源に対する投資、特に費用も巨額で、また建設期間

も長い電源に対して、建設期間中は事業者には多額の資金の立て替え負担が生じること、

また工期がやはり遅延いたしますと、無収入期間が現行の制度ですと、やはり長期化する

リスクもあるということで、こうした大規模電源に対する投資インセンティブをどう確保
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していくか、今後も非常に考えること大変大切だと、プレゼンを拝聴して認識を強くした

次第でございます。本日はどうもありがとうございました。私からは以上でございます。 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。他に委員の方いらっしゃいます？ 

 それでは電気事業連合会、安藤オブザーバーどうぞご発言ください。 

 

○安藤オブザーバー 

 今回、金融機関さまから貴重なプレゼンテーションをいただきまして、誠にありがとう

ございました。事業者といたしましても、電力需要の増加への対応と脱炭素化に向けて、

原子力をはじめとする大規模電源への投資を行うためには、投資回収の予見性の向上等の

事業環境整備とともに、継続的な資金調達に向けたファイナンス環境の整備も、大変重要

な点だと考えております。これはご指摘のとおりかと思っております。 

 エネルギー基本計画にも記載されておりますけれども、公的な信用補完や政府信用を活

用した融資等の検討、さらにはご指摘にもありましたように、建設期間中の資金負担に対

応するためということを考えますと、容量確保金の前払い等の検討につきましても、必要

ではないかと考えております。発電事業の環境整備につきまして、早期にご対応いただく

ことで、電源投資が加速化することを期待しております。私からは以上です。 

 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。他にいらっしゃいませんか。ありがとうございます。 

 すいません、私からいいですか。ＳＭＢＣさんが考えているように、エネ基でも、これ

から需要が伸びていく中で、どう発電容量を確保するかと。「いろいろな策を取るべきだ」

と私も申し上げたし、そう書いていただいたのですが、一方で、これは金融市場あるいは

債券市場なのだけれども、株式市場でいわゆるＲＯＥ８％とかＰＢＲの 1.0 指標とか、そ

ういう形で企業の収益性みたいなものが、ものすごく問われることがありますよね。 

 それと、われわれがここで考えているような、ある程度公的な政策が入るような産業に

ついての考え方というのは、どう思われますかという感想を聞きたいです。 

 

○株式会社三井住友銀行（須合産業調査企画室室長） 

  

ありがとうございます。おっしゃるとおり、株式市場における電力業界の評価というのは、

リターンが一定程度抑制されている中で、リスクの高いものもあり、しっかりとそれが、

株式市場で評価されてしまうが故に、ＰＢＲも低くなってしまっている等の問題も抱えて

いると思いますので、そのようなハイリスク・ローリターンのところをしっかりと信用力
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補完の観点で、一定程度、産業政策・エネルギー政策をつかさどる政府の方々からのご支

援が、必要な業界なのかなと思っており、そのようなサポートがあってこその日本の再成

長であり、日本の産業力強化につながるというような観点でございますので、そういう意

味では、よくキーワードで挙がっているところの「官民連携」といったようなところが、

非常に重要になると思います。 

 あと、もう一点付け加えさせていただきますと、やはりこの電力関係、エネルギーとい

うのは経済安全保障の観点からも非常に重要なところでございまして、いろいろな電源が

ある中で、例えば特定の国の部品に依存しているような発電源もあると思いますので、そ

のようなところのいわゆるレジリエンスの確保というか、経済安保の有識者会議などでも

いつも文脈に上がっているところの、自立性・不可欠性といったようなところを担保し得

るような官民連携が必要になってくるのではないかと、われわれとしては考えているとこ

ろでございます。 

 

○山内座長 

 すみません。私の質問に答えていただいたのですけれども。委員の方のご発言等につい

てコメントは、須合さん、それから川上さんから何かありますか。特によろしいですか。 

 

○川上委員 

 はい。 

 特にございません。 

 

３．閉会 

 

○山内座長 

 ありがとうございました。委員の方よろしいですか。他に何か。大変貴重な、重要な内

容のプレゼンいただきました。われわれも考えなくてはいけない非常に重要な点をご指摘

いただいたと思っております。もしよろしければ、本日の議事はこれにて終了となります

が、事務局から何かありますか。特によろしいですか。 

 それでは、活発にご議論いただきましてありがとうございました。これをもちまして第

４回電力システム改革の検証を踏まえた制度設計ワーキンググループを閉会させていただ

きます。どうもありがとうございました。 

 


